
報 告 第 １ １ 号 

令和７年３月１９日 

 

 

代理行為の承認について 

 

 付議事件に関する意見聴取について、教育長に対する事務委任規則（昭和３１年教委規則

第４号）第３条第１項の規定により次のとおり代理したので、同条第２項の規定により報告

し承認を求める。 

 

 

府中町教育委員会教育長    

 

 

 

 

（ 別  紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







 

第 １ 号 議 案 

令和７年３月１０日提出 

 

    令和６年度府中町一般会計補正予算（第８号） 

 

  令和６年度府中町の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

 

  （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１，４４９，５３７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ 

ぞれ２３，４０２，７１２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

 予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

                                    府 中 町 長  寺 尾  光 司 
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第　１　表

 １　歳　入

 8,292,128 840,000 9,132,128

 1 町 民 税 4,200,921 840,000 5,040,921

 4,609,799 82,048 4,691,847

 1 国庫負担金 3,395,823 65,316 3,461,139

 2 国庫補助金 1,202,217 16,732 1,218,949

 1,765,639 28,326 1,793,965

 1 県負担金 1,299,926 24,476 1,324,402

 2 県補助金 353,273 3,850 357,123

 363,440 485,563 849,003

 1 基金繰入金 363,440 485,563 849,003

 1,597,474 13,600 1,611,074

 1 町    債 1,597,474 13,600 1,611,074

  合　　　　　計 21,953,175 1,449,537 23,402,712

                  歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）

款 項 補 正 前 の 額 補　正　額 計

   

 1 町    税

   

14 国庫支出金

   

   

15 県支出金

   

   

18 繰 入 金

   

21 町    債

                     歳　　　　　入
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 ２　歳　出

 2,905,191 1,284,907 4,190,098

 1 総務管理費 2,450,283 1,284,907 3,735,190

 9,042,762 127,534 9,170,296

 1 社会福祉費 5,160,287 68,942 5,229,229

 2 児童福祉費 3,882,375 58,592 3,940,967

 1,766,606 2,308 1,768,914

 1 保健衛生費 802,977 2,308 805,285

 1,976,927 34,788 2,011,715

 2 道路橋りょう費 178,888 31,000 209,888

 3 都市計画費 1,537,914 3,788 1,541,702

  　合　　　　計 21,953,175 1,449,537 23,402,712

（単位：千円）

款 項 補 正 前 の 額 補　正　額 計

 2 総 務 費

   

 3 民 生 費

   

   

 4 衛 生 費

   

 8 土 木 費

   

   

                     歳　　　　　出
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３ 民 生 費 １ 社 会 福 祉 費 介 護 施 設 整 備 助 成 事 業 44,826

道 路 新 設 改 良 事 業 31,000

橋 り ょ う 長 寿 命 化 事 業 2,000

広 島 市 東 部 地 区 連 続 立 体 交 差 事 業 235,441

都 市 公 園 等 長 寿 命 化 事 業 11,500

１ ０ 教 育 費 ５ 社 会 教 育 費 下 岡 田 官 衙 遺 跡 保 存 ・ 整 備 事 業 28,465

千円

道 路 橋 り ょ う 費２

８ 土 木 費

３ 都 市 計 画 費

第　２　表　　　　　繰　　越　　明　　許　　費　　補　　正

款 項 事　　　業　　　名 金　　　額

　追　　加
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追   加

事 項 期 間 限 度 額

千円

令　和　6　年　度
振 り 仮 名 法 制 化 対 応 業 務 委 託 料 ～ 2,299

令　和　7　年　度

第　３　表　　　　　　債 　務 　負 　担 　行 　為 　補 　正
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変   更

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円 千円

道路新設改良事業債（都市整備課） 15,700   普通貸借又は 　年５．０％以内 借入先の融資条件によ 29,200 普通貸借又は 　年５．０％以内 借入先の融資条件によ

証券発行 （ただし、利率見直し方式で る。ただし、町財政の 証券発行 （ただし、利率見直し方式で る。ただし、町財政の

都市公園等長寿命化改修事業債 5,300 　借り入れる資金について、 都合により、据置期間 5,400 　借り入れる資金について、 都合により、据置期間

　利率の見直しを行った後に 及び償還年限を短縮し､ 　利率の見直しを行った後に 及び償還年限を短縮し､

　おいては、当該見直し後の もしくは繰上償還又は､ 　おいては、当該見直し後の もしくは繰上償還又は､

　利率） 低利債に借換えするこ 　利率） 低利債に借換えするこ

とができる。 とができる。

補　　　　　　　正　　　　　　　後補　　　　　　　正　　　　　　　前
起 債 の 目 的

第　４　表　　　　地　　方　　債　　補　　正
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 （歳　入）

 1  町    税 8,292,128 840,000 9,132,128

14  国庫支出金 4,609,799 82,048 4,691,847

15  県支出金 1,765,639 28,326 1,793,965

18  繰 入 金 363,440 485,563 849,003

21  町    債 1,597,474 13,600 1,611,074

  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

  　　　　　歳　　入　　合　　計 21,953,175 1,449,537 23,402,712

  歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
 １　総　括

    （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計
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 （歳　出）

国県支出金

 2  総 務 費 2,905,191 1,284,907 4,190,098    1,284,907 

 3  民 生 費 9,042,762 127,534 9,170,296 92,145   35,389 

 4  衛 生 費 1,766,606 2,308 1,768,914 1,729   579 

 8  土 木 費 1,976,927 34,788 2,011,715 16,500 13,600  4,688 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

    　　　歳　出　合　計 21,953,175 1,449,537 23,402,712 110,374 13,600  1,325,563 

（単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　　定　　　　財　　　　源
一 般 財 源

地 方 債 そ の 他
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２　歳　入

（ 1 款）  町    税

  （ 1 項）  町 民 税 （単位：千円）

 1 町    税       8,292,128         840,000       9,132,128

 1 町 民 税       4,200,921         840,000       5,040,921

 2 法    人         977,470         840,000       1,817,470  1 現年課税分      840,000  1 現年課税分

14 国庫支出金       4,609,799          82,048       4,691,847

 1 国庫負担金       3,395,823          65,316       3,461,139

 1 民生費国庫負担金       3,393,823          64,163       3,457,986  1 社会福祉費       31,955  1 障害児施設給付費等負担金

   負担金      　負担率　１／２

 2 児童福祉費       32,208  1 保育所運営費負担金                                       31,248

   負担金      　負担率　１／２・５９．０８／１００

 2 子ども・子育て支援交付金                                    960

     　負担率　１／３

 2 衛生費国庫負担金           2,000           1,153           3,153  1 保健衛生費        1,153  1 母子保健衛生費負担金

   負担金      　負担率　１／２

 2 国庫補助金       1,202,217          16,732       1,218,949

 2 民生費国庫補助金          74,933             232          75,165  2 児童福祉費          232  1 保育所等性被害防止対策設備等支援事業費補助金

   補助金      　補助率　２／３

 5 土木費国庫補助金          68,521          16,500          85,021  1 道路橋りょ       16,500  1 道路新設改良費補助金

   う費補助金      　補助率　５．５／１０

15 県支出金       1,765,639          28,326       1,793,965

 1 県負担金       1,299,926          24,476       1,324,402

 3 民生費県負担金       1,245,447          23,900       1,269,347  1 社会福祉費       15,977  1 障害児施設給付費等負担金

   負担金      　負担率　１／４

  

款　　　項　　　目 補正前の額 補 正 額 計
節

説　　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額
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（15 款）  県支出金

  （ 1 項）  県負担金 （単位：千円）

 2 児童福祉費        7,923  1 保育所運営費負担金                                        6,963

   負担金      　負担率　２０．４６／１００・１／４

 2 子ども・子育て支援交付金                                    960

     　負担率　１／３

 4 衛生費県負担金           1,000             576           1,576  1 保健衛生費          576  1 母子保健衛生費負担金

   負担金      　負担率　１／４

 2 県補助金         353,273           3,850         357,123

 2 民生費県補助金         268,416           3,850         272,266  1 社会福祉費        3,850  1 地域医療介護総合確保事業補助金

   補助金      　補助率　１０／１０

18 繰 入 金         363,440         485,563         849,003

 1 基金繰入金         363,440         485,563         849,003

 3 財政調整積立基金繰入金         337,127         485,563         822,690  1 財政調整積      485,563  1 財政調整積立基金からの繰入金

   立基金繰入

   金

21 町    債       1,597,474          13,600       1,611,074

 1 町    債       1,597,474          13,600       1,611,074

 4 土 木 債         655,300          13,600         668,900  2 道路橋りょ       13,500  1 道路新設改良事業債（都市整備課）

   う事業債

 3 都市計画事          100  1 都市公園等長寿命化改修事業債

   業債

説　　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

款　　　項　　　目 補正前の額 補 正 額 計
節
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３　歳　出

（ 2 款）  総 務 費

  （ 1 項）  総務管理費 （単位：千円）

 2 総 務 費    2,905,191    1,284,907    4,190,098    1,284,907

 1 総務管理費    2,450,283    1,284,907    3,735,190    1,284,907

 4 財政管理費      401,762    1,281,611    1,683,373    1,281,611

24 積  立  金    1,281,611 ○財政調整積立基金積立金事業

                          840,000

    財政調整積立基金積立金

                         (840,000)

○減債基金積立金事業      441,611

    減債基金積立金       (441,611)

 8 生活安全対       46,513        1,512       48,025        1,512

策費 10 需  用  費        1,512 ○防犯施設維持管理事業      1,512

    光熱水費               (1,512)

10 諸    費      175,922        1,784      177,706        1,784

22 償還金利子        1,784 ○過誤納還付金事業（子育て支援課）

   及び割引料                             1,784

    過誤納還付金           (1,784)

　　　款　項　目　　　補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額 　の 　財 　源 　内 　訳

説　　　　　　明　特　　　定　　　財　　　源　
　一般財源　 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

節
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（ 3 款）  民 生 費

  （ 1 項）  社会福祉費 （単位：千円）

 3 民 生 費    9,042,762      127,534    9,170,296       92,145       35,389

 1 社会福祉費    5,160,287       68,942    5,229,229       51,782       17,160

 2 老人福祉費      988,171        3,850      992,021        3,850

18 負担金補助        3,850 ◎介護施設整備助成事業      3,850

   及び交付金     地域医療介護総合確保事業補助金

                           (3,850)

 7 障害福祉費    1,710,581       65,092    1,775,673       47,932       17,160

11 役  務  費          115 ◎精神障害者通院医療費助成事業

                            1,065

19 扶  助  費       64,977     精神障害者通院医療費助成金

                           (1,065)

○障害児通所支援事業       64,027

    手数料                   (115)

    障害児施設給付費等    (63,912)

　　　款　項　目　　　補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額 　の 　財 　源 　内 　訳

説　　　　　　明　特　　　定　　　財　　　源　
　一般財源　 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

節
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（ 3 款）  民 生 費

  （ 2 項）  児童福祉費 （単位：千円）

 2 児童福祉費    3,882,375       58,592    3,940,967       40,363       18,229

 4 保育所費    2,195,959       58,592    2,254,551       40,363       18,229

12 委  託  料       48,280 ○私立保育所保育運営委託事業

                           48,280

18 負担金補助       10,312     保育所運営委託料      (48,280)

   及び交付金 ○保育対策等促進事業       10,312

    保育対策等促進事業補助金

                          (10,312)

（ 4 款）  衛 生 費

  （ 1 項）  保健衛生費 （単位：千円）

 4 衛 生 費    1,766,606        2,308    1,768,914        1,729          579

 1 保健衛生費      802,977        2,308      805,285        1,729          579

 6 母子保健費      178,375        2,308      180,683        1,729          579

19 扶  助  費        2,308 ○未熟児養育事業            2,308

    未熟児養育医療費       (2,308)

　　　款　項　目　　　補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額 　の 　財 　源 　内 　訳

説　　　　　　明　特　　　定　　　財　　　源　
　一般財源　 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

節

　　　款　項　目　　　補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額 　の 　財 　源 　内 　訳

説　　　　　　明　特　　　定　　　財　　　源　
　一般財源　 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

節
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（ 8 款）  土 木 費

  （ 2 項）  道路橋りょう費 （単位：千円）

 8 土 木 費    1,976,927       34,788    2,011,715       16,500       13,600        4,688

 2 道路橋りょ      178,888       31,000      209,888       16,500       13,500        1,000

う費

 2 道路新設改       53,900       31,000       84,900       16,500       13,500        1,000

良費 14 工事請負費       31,000 ◎道路新設改良事業         31,000

    道路新設改良工事      (31,000)

（ 8 款）  土 木 費

  （ 3 項）  都市計画費 （単位：千円）

 3 都市計画費    1,537,914        3,788    1,541,702          100        3,688

 4 公共下水道      576,556        3,176      579,732        3,176

費 18 負担金補助        3,131 ○下水道事業会計負担金事業  3,131

   及び交付金     下水道事業会計負担金   (3,131)

○下水道事業会計出資金事業     45

23 投資及び出           45     下水道事業会計出資金      (45)

   資金

 5 公 園 費      174,135          612      174,747          100          512

14 工事請負費          612 ◎都市公園等長寿命化事業      612

    都市公園遊具設置等工事   (612)

　　　款　項　目　　　補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額 　の 　財 　源 　内 　訳

説　　　　　　明　特　　　定　　　財　　　源　
　一般財源　 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

節

　　　款　項　目　　　補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額 　の 　財 　源 　内 　訳

説　　　　　　明　特　　　定　　　財　　　源　
　一般財源　 区　　分 金　　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

節
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事　　　　　　　項 限度額

期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額 国県支出金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

～

令和6年度

令和7年度

2,2992,2992,299

追   加

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

一般財源

前年度末までの

支出（見込）額

当該年度以降

の支出予定額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源

振り仮名法制化対応業務委託料
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前 前 年 度 末 前 年 度 末

区　　　分      当該年度中起債見込額　　　　　　　　　　　　　　　　  当該年度中元金償還見込額　　　　　　　　　　　　　　　　

現 在 高 現在高見込額 補 正 前 の 額 補 正 後 の 額 補 正 前 の 額 補 正 後 の 額 補 正 前 の 額 補 正 後 の 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 普　通　債 1,513,174 1,526,774 14,707,845 14,721,445

6 土 木 655,300 668,900 7,217,042 7,230,642

合　　　計   1,597,474 1,611,074 22,983,199 22,996,799

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
   当該年度末現在高見込額

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書
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第 ３ 号 議 案 

令和７年３月１０日提出 

 

   令和７年度府中町一般会計予算 

 

 令和７年度府中町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２２，３８６，０３４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負 

担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還 

の方法は、「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１，５００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと 

おりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の 

間の流用 

 

                                    府 中 町 長  寺 尾  光 司 
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第　１　表

 １　歳　入

 1  町    税 8,123,871

    3,928,092

    3,336,293

    111,219

    273,561

    474,706

 2  地方譲与税 86,119

    18,478

    61,736

    5,905

 3  利子割交付金 9,003

    9,003

 4  配当割交付金  62,364

    62,364

 5  株式等譲渡所得割交付金 92,669

    92,669

 6  法人事業税交付金 153,147

    153,147

 7  地方消費税交付金 1,342,014

    1,342,014

 8  環境性能割交付金 14,046

    14,046

 9  地方特例交付金 74,019

    74,019

    

 

                           歳 入 歳 出 予 算
（単位：千円）

款 項 金　　　　額

 

 1 町 民 税

 2 固定資産税

 3 軽自動車税

 4 たばこ税

 5 都市計画税

 1 地方消費税交付金

 1 地方揮発油譲与税

 2 自動車重量譲与税

 3 森林環境譲与税

 

 1 利子割交付金

 1 配当割交付金

 

 1 株式等譲渡所得割交付金

 

 1 法人事業税交付金

 

 

 1 環境性能割交付金

 

 1 地方特例交付金
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10  地方交付税 1,280,198

    1,280,198

11  交通安全対策特別交付金 4,257

    4,257

12  分担金及び負担金 165,088

    160,688

    4,400

13  使用料及び手数料 129,295

    110,084

    19,211

14  国庫支出金 4,307,020

    3,901,845

     2 国庫補助金 395,227

    9,948

15  県支出金 1,855,635

    1,398,672

    292,277

    164,686

16  財産収入 28,519

    22,760

    5,759

17  寄 附 金 21,795

    21,795

18  繰 入 金 1,021,584

    981,713

 1 地方交付税

 
（単位：千円）

款 項 金　　　　額

 

 

 

 1 交通安全対策特別交付金

 

 1 負 担 金

 2 分 担 金

 

 1 使 用 料

 2 手 数 料

 

 1 国庫負担金

 3 国庫委託金

 1 県負担金

 2 県補助金

 3 県委託金

 

 1 財産運用収入

 2 財産売払収入

 

 1 寄 附 金

 

 1 基金繰入金
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    39,871

19  繰 越 金 1

    1

20  諸 収 入 453,270

    2,613

    90

    37,076

    32

    413,459

21  町    債 3,162,120

    3,162,120

    

       

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

                                       歳　　　　　入 22,386,034

（単位：千円）

 1 繰 越 金

 

款 項 金　　　　額

 2 特別会計繰入金

 

   

 

 1 延滞金、加算金及び過料

 2 預金利子

 3 貸付金元利収入

 4 受託事業収入

 5 雑    入

 

 1 町    債

 

   

   

   

   

  合　　　　　計
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２　歳　出

 1  議 会 費 156,259

    156,259

 2  総 務 費 2,283,511

    1,789,399

    225,441

    166,741

    48,156

    35,667

    18,107

 3  民 生 費 9,459,606

    5,024,734

    4,434,772

    100

 4  衛 生 費 1,820,744

    763,846

    1,056,898

 5  労 働 費 43,230

    43,230

 6  農林業費 128,876

    65,119

     2 林 業 費 63,757

 7  商 工 費 61,305

    61,305

 8  土 木 費 1,814,276

    181,205

 4 選 挙 費

（単位：千円）

款 項 金　　　　額

 

 1 議 会 費

 

 1 総務管理費

 2 徴 税 費

 3 戸籍住民基本台帳費

 

 5 統計調査費

 6 監査委員費

 

 1 社会福祉費

 2 児童福祉費

 3 災害救助費

 

 1 保健衛生費

 2 清 掃 費

 

 1 労働諸費

 1 農 業 費

 

 1 商 工 費

 

 1 土木管理費
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    203,324

    1,372,347

    43,389

    14,011

 9  消 防 費 909,189

    909,189

10  教 育 費 2,493,120

    388,918

    1,006,844

    382,544

    110,919

    532,505

    71,390

11  災害復旧費 4

    2

    2

12  公 債 費 3,180,914

    3,180,914

13  予 備 費 35,000

    35,000

     

    

    

    

                                       歳　　　　　出 22,386,034

 3 都市計画費

（単位：千円）

款 項 金　　　　額

 2 道路橋りょう費

 

 4 住 宅 費

 5 排水路費

 

 1 消 防 費

 

 1 教育総務費

 2 小学校費

 3 中学校費

 4 幼稚園費

 5 社会教育費

 6 保健体育費

   

   

   

  合　　　　　計

 1 農林業施設災害復旧費

 2 土木施設災害復旧費

 

 1 公 債 費

 

 1 予 備 費
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第　２　表

期 間 限 度 額

千円

令　和　7　年　度
～ 1,500,000

令　和　12　年　度

令　和　7　年　度
～ 50,558

令　和　12　年　度

令　和　7　年　度
～ 8,789

令　和　9　年　度

令　和　7　年　度
～ 6,012

令　和　8　年　度

令　和　7　年　度
～ 713

令　和　8　年　度

令　和　7　年　度
～ 3,556

令　和　8　年　度

令　和　7　年　度
～ 3,366

令　和　8　年　度

固 定 資 産 評 価 シ ス テ ム 改 修 業 務 委 託 料

令和９年度路線価算定比準表作成業務委託料

令和８年度町県民税賦課システム支援業務委託料

債 　務 　負 　担 　行 　為

事 項

町 有 施 設 包 括 管 理 委 託 料

国 税 デ ー タ 引 継 ぎ シ ス テ ム 使 用 料

高 齢 者 福 祉 計 画 等 策 定 業 務 委 託 料

第５次男女共同参画プラン策定業務委託料
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期 間 限 度 額

千円

事 項

令　和　7　年　度
～ 3,432

令　和　8　年　度

令　和　7　年　度
～ 9,600

令　和　8　年　度

令　和　7　年　度
～ 366,006

令　和　8　年　度

令　和　7　年　度
～ 171,667

令　和　10　年　度

学 習 系 端 末 購 入 費

中 学 校 給 食 調 理 業 務 委 託 料

国 土 強 靭 化 地 域 計 画 策 定 業 務 委 託 料

障 害 福 祉 計 画 等 策 定 業 務 委 託 料
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第　３　表

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

千円

公共施設維持保全事業債（南交流センター改修） 23,100       普通貸借又は 　年５.０％以内 借入先の融資条件による。

低 炭 素 型 社 会 づ く り 推 進 事 業 債 （ 街 路 灯 ） 57,000       　証券発行 （ただし、利率見直し方式で ただし、町財政の都合によ

低 炭 素 型 社 会 づ く り 推 進 事 業 債 （ 電 動 車 ） 6,800        　借り入れる資金について、 り、据置期間及び償還年限

容 器 包 装 リ サ イ ク ル 事 業 債 12,900       　利率の見直しを行った後に を短縮し、もしくは繰上償

農 業 用 水 路 等 改 良 事 業 債 56,700       　おいては、当該見直し後の 還又は、低利債に借換えす

府 中 の 森 づ く り 事 業 債 2,500        　利率）   ることができる。　　　　　

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 債 21,000       

道 路 新 設 改 良 事 業 債 （ 都 市 整 備 課 ） 11,700       

道 路 新 設 改 良 事 業 債 （ 維 持 管 理 課 ） 42,800       

補 助 街 路 整 備 事 業 債 10,600       

狭 あ い 道 路 整 備 等 促 進 事 業 債 3,700        

橋 り ょ う 長 寿 命 化 事 業 債 5,500        

向 洋 駅 周 辺 土 地 区 画 整 理 事 業 債 145,700      

広 島 市 東 部 地 区 連 続 立 体 交 差 事 業 債 227,900      

都 市 公 園 等 長 寿 命 化 改 修 事 業 債 11,000       

防 災 体 制 強 化 事 業 債 5,700        

消 防 自 動 車 等 購 入 事 業 債 282,500      

公 共 施 設 維 持 保 全 事 業 債 （ 小 学 校 改 修 ） 221,400      

学 校 施 設 改 修 等 事 業 債 （ 小 学 校 ） 30,200       

学 校 施 設 改 修 等 事 業 債 （ 中 学 校 ） 40,400       

く す の き プ ラ ザ 改 修 等 事 業 債 7,300        

低炭素型社会づくり推進事業債（くすのきプラザ） 17,100       

減 収 補 て ん 債 988,300      

合　　　　　　　　　　計 2,231,800    

地　　　方　　　債
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第 ９ 号 議 案 

令和７年３月１０日提出 

 

府中町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

 

府中町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

府中町長 寺尾 光司 

 

 

府中町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

府中町職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第８条の２第２項及び第４項中「３歳に満たない」を「小学校就学の始期に達するまで

の」に改める。 

第１５条第１項中「定める者」の次に「（第１７条の２第１項において「配偶者等」と

いう。）」を加える。 

第１７条の次に次の２条を加える。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等） 

第１７条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に至った

ことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する制度又は措置

（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を知ら

せるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申出（次条において「請求等」と

いう。）に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければなら

ない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度において、前

項に規定する事項を知らせなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第１７条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにするた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（1） 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

（2） 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

（3） その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は公布の日から施

行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を時間外勤務制限開始日と

する改正後の府中町職員の勤務時間、休暇等に関する条例第８条の２第２項の規定によ

る請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために行うものに限

る。）を行おうとする職員は、施行日前においても、当該請求を行うことができる。 
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提 案 理 由 

 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代

育成支援対策推進法の一部を改正する法律（令和６年法律第４２号）の施行に伴い、条例

の一部を改正するもの。 

 

 

 

 

根 拠 法 令 

 

地方公務員法 

（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準） 

第２４条第５項 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。 
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府中町職員の勤務時間、休暇等に関する条例新旧対照表 

現    行 改  正  後 

第１条～第８条   ［略］ 

第８条の２   ［略］ 

２ 任命権者は、３歳に満たない小学校就学の始

の子のある職員が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育するために請求した場吅に

は、当該請求をした職員の業務を処理するため

の措置を講ずることが著しく困難である場吅

を除き、第８条第２項に規定する勤務（災害そ

の他避けることのできない事由に基づく臨時

の勤務を除く。次項において同じ。）をさせては

ならない。 

３   ［略］ 

４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する

要介護者を介護する職員について準用する。こ

の場吅において、第１項中「小学校就学の始期

に達するまでの子（民法（明治２９年法律第８

９号）第８１７条の２第１項の規定により職員

が当該職員との間における同項に規定する特

別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求

した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所

に係属している場吅に限る。）であって、当該職

員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規

定により同法第６条の４第２号に規定する養

子縁組里親である職員に委託されている児童

及び同法第６条の４第１号に規定する養育里

親である職員（児童の親その他同法第２７条第

４項に規定する者の意に反するため、同項の規

定により、同法第６条の４第２号に規定する養

子縁組里親として当該児童を委託することが

できない職員に限る。）に同法第２７条第１項

第３号の規定により委託されている当該児童

を含む。第１５条第１項を除き、以下同じ。）の

ある職員（職員の配偶者が、深夜（午後１０時

から翌日の午前５時までの間をいう。以下この

項において同じ。）において常態として当該子

を養育することができるものとして規則で定

第１条～第８条   ［略］ 

第８条の２   ［略］ 

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育するために請求した場吅に

は、当該請求をした職員の業務を処理するため

の措置を講ずることが著しく困難である場吅

を除き、第８条第２項に規定する勤務（災害そ

の他避けることのできない事由に基づく臨時

の勤務を除く。次項において同じ。）をさせては

ならない。 

３   ［略］ 

４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する

要介護者を介護する職員について準用する。こ

の場吅において、第１項中「小学校就学の始期

に達するまでの子（民法（明治２９年法律第８

９号）第８１７条の２第１項の規定により職員

が当該職員との間における同項に規定する特

別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求

した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所

に係属している場吅に限る。）であって、当該職

員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規

定により同法第６条の４第２号に規定する養

子縁組里親である職員に委託されている児童

及び同法第６条の４第１号に規定する養育里

親である職員（児童の親その他同法第２７条第

４項に規定する者の意に反するため、同項の規

定により、同法第６条の４第２号に規定する養

子縁組里親として当該児童を委託することが

できない職員に限る。）に同法第２７条第１項

第３号の規定により委託されている当該児童

を含む。第１５条第１項を除き、以下同じ。）の

ある職員（職員の配偶者が、深夜（午後１０時

から翌日の午前５時までの間をいう。以下この

項において同じ。）において常態として当該子

を養育することができるものとして規則で定
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現    行 改  正  後 

める者に該当する場吅における当該職員を除

く。）が、規則で定めるところにより、当該子を

養育」とあるのは「第１５条第１項に規定する

要介護者のある職員が、規則で定めるところに

より、当該要介護者を介護」と、「深夜における」

とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前

５時までの間をいう。）における」と、第２項中

「３歳に満たない        子のある

職員が、規則で定めるところにより、当該子を

養育」とあるのは「第１５条第１項に規定する

要介護者のある職員が、規則で定めるところに

より、当該要介護者を介護」と、「当該請求をし

た職員の業務を処理するための措置を講ずる

ことが著しく困難である」とあるのは「公務の

運営に支障がある」と、前項中「小学校就学の

始期に達するまでの子のある職員が、規則で定

めるところにより、当該子を養育」とあるのは

「第１５条第１項に規定する要介護者のある

職員が、規則で定めるところにより、当該要介

護者を介護」と読み替えるものとする。 

第８条の３～第１４条   ［略］ 

（介護休暇） 

第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同

じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定

める者（第１７条の２第１項において「配偶者

等」という。）で負傷、疾病又は老齢により規則

で定める期間にわたり日常生活を営むのに支

障があるものをいう。以下同じ。）の介護をする

ため、任命権者が、規則の定めるところにより、

職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介

護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回

を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という。）

内において勤務しないことが相当であると認

められる場吅における休暇とする。 

２・３   ［略］ 

める者に該当する場吅における当該職員を除

く。）が、規則で定めるところにより、当該子を

養育」とあるのは「第１５条第１項に規定する

要介護者のある職員が、規則で定めるところに

より、当該要介護者を介護」と、「深夜における」

とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前

５時までの間をいう。）における」と、第２項中

「小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員が、規則で定めるところにより、当該子を

養育」とあるのは「第１５条第１項に規定する

要介護者のある職員が、規則で定めるところに

より、当該要介護者を介護」と、「当該請求をし

た職員の業務を処理するための措置を講ずる

ことが著しく困難である」とあるのは「公務の

運営に支障がある」と、前項中「小学校就学の

始期に達するまでの子のある職員が、規則で定

めるところにより、当該子を養育」とあるのは

「第１５条第１項に規定する要介護者のある

職員が、規則で定めるところにより、当該要介

護者を介護」と読み替えるものとする。 

第８条の３～第１４条   ［略］ 

（介護休暇） 

第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同

じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定

める者（第１７条の２第１項において「配偶者

等」という。）で負傷、疾病又は老齢により規則

で定める期間にわたり日常生活を営むのに支

障があるものをいう。以下同じ。）の介護をする

ため、任命権者が、規則の定めるところにより、

職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介

護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回

を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という。）

内において勤務しないことが相当であると認

められる場吅における休暇とする。 

２・３   ［略］ 
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現    行 改  正  後 

第１５条の２～第１７条   ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１８条・第１９条   ［略］ 

 

 

第１５条の２～第１７条   ［略］ 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職

員に対する意向確認等） 

第１７条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当

該職員の介護を必要とする状況に至ったこと

を申し出たときは、当該職員に対して、仕事と

介護との両立に資する制度又は措置（以下この

条及び次条において「介護両立支援制度等」と

いう。）その他の事項を知らせるとともに、介護

両立支援制度等の申告、請求又は申出（次条に

おいて「請求等」という。）に係る当該職員の意

向を確認するための面談その他の措置を講じ

なければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０

歳に達した日の属する年度において、前項に規

定する事項を知らせなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第１７条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等

の請求等が円滑に行われるようにするため、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

（1） 職員に対する介護両立支援制度等に係る

研修の実施 

（2） 介護両立支援制度等に関する相談体制の

整備 

（3） その他介護両立支援制度等に係る勤務環

境の整備に関する措置 

第１８条・第１９条   ［略］ 
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府中町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

１ 改正の趣旨 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代

育成支援対策推進法の一部を改正する法律（令和６年法律第４２号）の施行に伴い、条例

の一部を改正するもの。 

 

２ 改正事項の概要 

（１）時間外勤務免除の対象となる職員の範囲の拡大（第８条の２） 

時間外勤務の免除の対象となる職員の範囲を、３歳に満たない子を養育する職員か

ら、小学校就学前の子を養育する職員へ拡大する。 

（２）仕事と介護の両立支援のための環境整備（第１７条の２、第１７条の３） 

家族の介護に直面した職員に対する介護両立支援制度の周知や意向確認等の措置を

講じ、職員が仕事と介護の両立をしやすい環境を整える。 

 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

令和７年４月１日 

（２）経過措置 

２（１）の改正により新たに時間外勤務の免除の対象となる職員について、施行日以

後の日を開始日とする時間外勤務の免除については、この条例の施行日前においても

請求することができる。 
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第９号議案参考資料



 

第 １ ０ 号 議 案 

令和７年３月１０日提出 

 

府中町職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

 

府中町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

府中町長 寺尾 光司 

 

 

府中町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

府中町職員の給与に関する条例（昭和３７年条例第３０号）の一部を次のように改正す

る。 

第８条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（扶養手当）」を付し、同条第２項

中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第６号までを１号ずつ繰り上げ、同条

第３項中「前項第１号及び第３号から第６号までに掲げる扶養親族」を「前項第１号に該

当する扶養親族（次項において「扶養親族たる子」という。）については１人につき１３，

０００円、前項２号から第５号までのいずれかに該当する扶養親族」に改め、「、同項第

２号に掲げる扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１人につき１０，

０００円」を削り、同条第４項中「（以下「特定期間」という。）」を削り、「特定期間

に」を「当該期間に」に改め、同条に次の１項を加える。 

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数の変更に伴う支給額の改定その他扶養手

当の支給に関し必要な事項は、規則で定める。 

第９条を次のように改める。 

第９条 削除 

第９条の２第２項第１号中「１００分の６」を「１００分の４」に改め、同項第２号中

「１００分の１０」を「１００分の８」に改める。 

第１５条の３第２項中「週休日等以外の日の午前０時から」を「午後１０時から翌日の」

に改め、「の間」の次に「（週休日等に含まれる時間を除く。）」を加え、同条第３項中

「各号に定める額」の次に「（前２項に規定する勤務に従事する時間等を考慮して規則で

定める勤務をした職員にあっては、その額に１００分の１５０を乗じて得た額）」を加え、

同項第１号中「（当該勤務に従事する時間等を考慮して規則で定める勤務をした職員にあ

っては、その額に１００分の１５０を乗じて得た額）」を削る。 

第１８条の３中「、第９条」を削る。 
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別表第１及び別表第２を次のように改める。 

別表第１（別紙１） 

別表第２（別紙２） 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（扶養手当に関する経過措置） 

２ 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）から令和８年３月３１日までの間にお

ける改正後の府中町職員の給与に関する条例（以下「新条例」という。）第８条の規定

の適用については、同条第２項中「（5） 心身に著しい障害がある者」とあるのは 

「（5） 心身に著しい障害がある者 

（6） 配偶者（届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）」 

と、同条第３項中「１３，０００円」とあるのは「１１，５００円」と、「とする」と 

あるのは「、前項第６号に該当する扶養親族については３，０００円とする」とする。 

（地域手当に関する経過措置） 

３ 切替日から令和８年３月３１日までの間における新条例第９条の２の規定の適用につ

いては、同条第２項第１号中「１００分の４」とあるのは「１００分の５」と、同項第

２号中「１００分の８」とあるのは「１００分の９」とする。 

（給料表の号給の切替え） 

４ 切替日の前日に改正前の府中町職員の給与に関する条例別表第１及び別表第２の給料

表の適用を受けていた職員であって同日においてその者が属していた職務の級が附則別

表に掲げられている職務の級であったものの切替日における号給（以下「新号給」とい

う。）は、切替日の前日にいてその者が属していた職務の級及び同日においてその者が

受けていた号給（同表において「旧号給」という。）に応じて同表に定める号給とする。 

（切替日前の異動者の号給の調整） 

５ 切替日前に職務の級を異にする異動をした職員及び町長の定めるこれに準ずるものと

した職員の新号給については、その者が切替日において当該異動又は当該準ずるものを

したものとした場吅との均衡上必要と認められる限度において、町長の定めるところに

より、必要な調整を行うことができる。 

（地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の一部改

正） 

６ 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例（令和

５年条例第７号）の一部を次のように改正する。 

附則第１３条第１項及び第６項中「附則第９条第２項」を「附則第９条第６項」に改

め、同条第７項中「、第９条」を削る。 
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附則第１８条第１項中「附則第９条第２項」を「附則第９条第６項」に改める。 

 

附則別表（附則第４項関係） 

職員の号給の切替表（行政職給料表の適用を受ける職員） 

旧号給 

新号給 

３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１ １ １ １ １ １ 

２ １ １ １ １ １ 

３ １ １ １ １ １ 

４ １ １ １ １ １ 

５ １ １ １ １ １ 

６ ２ １ １ １ １ 

７ ３ １ １ １ １ 

８ ４ １ １ １ １ 

９ ５ １ １ １ １ 

１０ ６ ２ ２ １ １ 

１１ ７ ３ ３ １ １ 

１２ ８ ４ ４ １ １ 

１３ ９ ５ ５ １ １ 

１４ １０ ６ ６ ２ １ 

１５ １１ ７ ７ ３ １ 

１６ １２ ８ ８ ４ １ 

１７ １３ ９ ９ ５ １ 

１８ １４ １０ １０ ６ ２ 

１９ １５ １１ １１ ７ ３ 

２０ １６ １２ １２ ８ ４ 

２１ １７ １３ １３ ９ ５ 

２２ １８ １４ １４ １０ ６ 

２３ １９ １５ １５ １１ ７ 

２４ ２０ １６ １６ １２ ８ 

２５ ２１ １７ １７ １３ ９ 

２６ ２２ １８ １８ １４ １０ 

２７ ２３ １９ １９ １５ １１ 

２８ ２４ ２０ ２０ １６ １２ 

２９ ２５ ２１ ２１ １７ １３ 
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３０ ２６ ２２ ２２ １８ １４ 

３１ ２７ ２３ ２３ １９ １５ 

３２ ２８ ２４ ２４ ２０ １６ 

３３ ２９ ２５ ２５ ２１ １７ 

３４ ３０ ２６ ２６ ２２ １８ 

３５ ３１ ２７ ２７ ２３ １９ 

３６ ３２ ２８ ２８ ２４ ２０ 

３７ ３３ ２９ ２９ ２５ ２１ 

３８ ３４ ３０ ３０ ２６ ２２ 

３９ ３５ ３１ ３１ ２７ ２３ 

４０ ３６ ３２ ３２ ２８ ２４ 

４１ ３７ ３３ ３３ ２９ ２５ 

４２ ３８ ３４ ３４ ３０ ２６ 

４３ ３９ ３５ ３５ ３１ ２７ 

４４ ４０ ３６ ３６ ３２ ２８ 

４５ ４１ ３７ ３７ ３３ ２９ 

４６ ４２ ３８ ３８ ３４ ３０ 

４７ ４３ ３９ ３９ ３５ ３１ 

４８ ４４ ４０ ４０ ３６ ３２ 

４９ ４５ ４１ ４１ ３７ ３３ 

５０ ４６ ４２ ４２ ３８ ３４ 

５１ ４７ ４３ ４３ ３９ ３５ 

５２ ４８ ４４ ４４ ４０ ３６ 

５３ ４９ ４５ ４５ ４１ ３７ 

５４ ５０ ４６ ４６ ４２ ３８ 

５５ ５１ ４７ ４７ ４３ ３９ 

５６ ５２ ４８ ４８ ４４ ４０ 

５７ ５３ ４９ ４９ ４５ ４１ 

５８ ５４ ５０ ５０ ４６ ４２ 

５９ ５５ ５１ ５１ ４７ ４３ 

６０ ５６ ５２ ５２ ４８ ４４ 

６１ ５７ ５３ ５３ ４９ ４５ 

６２ ５８ ５４ ５４ ５０ 
 

６３ ５９ ５５ ５５ ５１ 
 

６４ ６０ ５６ ５６ ５２ 
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６５ ６１ ５７ ５７ ５３ 
 

６６ ６２ ５８ ５８ ５４ 
 

６７ ６３ ５９ ５９ ５５ 
 

６８ ６４ ６０ ６０ ５６ 
 

６９ ６５ ６１ ６１ ５７ 
 

７０ ６６ ６２ ６２ ５８ 
 

７１ ６７ ６３ ６３ ５９ 
 

７２ ６８ ６４ ６４ ６０ 
 

７３ ６９ ６５ ６５ ６１ 
 

７４ ７０ ６６ ６６ ６２ 
 

７５ ７１ ６７ ６７ ６３ 
 

７６ ７２ ６８ ６８ ６４ 
 

７７ ７３ ６９ ６９ ６５ 
 

７８ ７４ ７０ ７０ ６６ 
 

７９ ７５ ７１ ７１ ６７ 
 

８０ ７６ ７２ ７２ ６８ 
 

８１ ７７ ７３ ７３ ６９ 
 

８２ ７８ ７４ ７４ ７０ 
 

８３ ７９ ７５ ７５ ７１ 
 

８４ ８０ ７６ ７６ ７２ 
 

８５ ８１ ７７ ７７ ７３ 
 

８６ ８２ ７８ ７８ 
  

８７ ８３ ７９ ７９ 
  

８８ ８４ ８０ ８０ 
  

８９ ８５ ８１ ８１ 
  

９０ ８６ ８２ ８２ 
  

９１ ８７ ８３ ８３ 
  

９２ ８８ ８４ ８４ 
  

９３ ８９ ８５ ８５ 
  

９４ ９０ 
    

９５ ９１ 
    

９６ ９２ 
    

９７ ９３ 
    

９８ ９４ 
    

９９ ９５ 
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１００ ９６ 
    

１０１ ９７ 
    

１０２ ９８ 
    

１０３ ９９ 
    

１０４ １００ 
    

１０５ １０１ 
    

１０６ １０２ 
    

１０７ １０３ 
    

１０８ １０４ 
    

１０９ １０５ 
    

１１０ １０６ 
    

１１１ １０７ 
    

１１２ １０８ 
    

１１３ １０９ 
    

 

職員の号給の切替表（消防職給料表の適用を受ける職員） 

旧号給 

新号給 

４級 ５級 ６級 ７級 

１ １ １ １ １ 

２ １ １ １ １ 

３ １ １ １ １ 

４ １ １ １ １ 

５ １ １ １ １ 

６ ２ １ １ １ 

７ ３ １ １ １ 

８ ４ １ １ １ 

９ ５ １ １ １ 

１０ ６ ２ ２ １ 

１１ ７ ３ ３ １ 

１２ ８ ４ ４ １ 

１３ ９ ５ ５ １ 

１４ １０ ６ ６ ２ 

１５ １１ ７ ７ ３ 

１６ １２ ８ ８ ４ 

１７ １３ ９ ９ ５ 

6 



 

１８ １４ １０ １０ ６ 

１９ １５ １１ １１ ７ 

２０ １６ １２ １２ ８ 

２１ １７ １３ １３ ９ 

２２ １８ １４ １４ １０ 

２３ １９ １５ １５ １１ 

２４ ２０ １６ １６ １２ 

２５ ２１ １７ １７ １３ 

２６ ２２ １８ １８ １４ 

２７ ２３ １９ １９ １５ 

２８ ２４ ２０ ２０ １６ 

２９ ２５ ２１ ２１ １７ 

３０ ２６ ２２ ２２ １８ 

３１ ２７ ２３ ２３ １９ 

３２ ２８ ２４ ２４ ２０ 

３３ ２９ ２５ ２５ ２１ 

３４ ３０ ２６ ２６ ２２ 

３５ ３１ ２７ ２７ ２３ 

３６ ３２ ２８ ２８ ２４ 

３７ ３３ ２９ ２９ ２５ 

３８ ３４ ３０ ３０ ２６ 

３９ ３５ ３１ ３１ ２７ 

４０ ３６ ３２ ３２ ２８ 

４１ ３７ ３３ ３３ ２９ 

４２ ３８ ３４ ３４ ３０ 

４３ ３９ ３５ ３５ ３１ 

４４ ４０ ３６ ３６ ３２ 

４５ ４１ ３７ ３７ ３３ 

４６ ４２ ３８ ３８ ３４ 

４７ ４３ ３９ ３９ ３５ 

４８ ４４ ４０ ４０ ３６ 

４９ ４５ ４１ ４１ ３７ 

５０ ４６ ４２ ４２ ３８ 

５１ ４７ ４３ ４３ ３９ 

５２ ４８ ４４ ４４ ４０ 
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５３ ４９ ４５ ４５ ４１ 

５４ ５０ ４６ ４６ ４２ 

５５ ５１ ４７ ４７ ４３ 

５６ ５２ ４８ ４８ ４４ 

５７ ５３ ４９ ４９ ４５ 

５８ ５４ ５０ ５０ ４６ 

５９ ５５ ５１ ５１ ４７ 

６０ ５６ ５２ ５２ ４８ 

６１ ５７ ５３ ５３ ４９ 

６２ ５８ ５４ ５４ ５０ 

６３ ５９ ５５ ５５ ５１ 

６４ ６０ ５６ ５６ ５２ 

６５ ６１ ５７ ５７ ５３ 

６６ ６２ ５８ ５８ ５４ 

６７ ６３ ５９ ５９ ５５ 

６８ ６４ ６０ ６０ ５６ 

６９ ６５ ６１ ６１ ５７ 

７０ ６６ ６２ ６２ ５８ 

７１ ６７ ６３ ６３ ５９ 

７２ ６８ ６４ ６４ ６０ 

７３ ６９ ６５ ６５ ６１ 

７４ ７０ ６６ ６６ ６２ 

７５ ７１ ６７ ６７ ６３ 

７６ ７２ ６８ ６８ ６４ 

７７ ７３ ６９ ６９ ６５ 

７８ ７４ ７０ ７０ ６６ 

７９ ７５ ７１ ７１ ６７ 

８０ ７６ ７２ ７２ ６８ 

８１ ７７ ７３ ７３ ６９ 

８２ ７８ ７４ ７４ ７０ 

８３ ７９ ７５ ７５ ７１ 

８４ ８０ ７６ ７６ ７２ 

８５ ８１ ７７ ７７ ７３ 

８６ ８２ ７８ ７８ 
 

８７ ８３ ７９ ７９ 
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８８ ８４ ８０ ８０ 
 

８９ ８５ ８１ ８１ 
 

９０ ８６ ８２ ８２ 
 

９１ ８７ ８３ ８３ 
 

９２ ８８ ８４ ８４ 
 

９３ ８９ ８５ ８５ 
 

９４ ９０ 
   

９５ ９１ 
   

９６ ９２ 
   

９７ ９３ 
   

９８ ９４ 
   

９９ ９５ 
   

１００ ９６ 
   

１０１ ９７ 
   

１０２ ９８ 
   

１０３ ９９ 
   

１０４ １００ 
   

１０５ １０１ 
   

１０６ １０２ 
   

１０７ １０３ 
   

１０８ １０４ 
   

１０９ １０５ 
   

１１０ １０６ 
   

１１１ １０７ 
   

１１２ １０８ 
   

１１３ １０９ 
   

１１４ １１０ 
   

１１５ １１１ 
   

１１６ １１２ 
   

１１７ １１３ 
   

１１８ １１４ 
   

１１９ １１５ 
   

１２０ １１６ 
   

１２１ １１７ 
   

１２２ １１８ 
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１２３ １１９ 
   

１２４ １２０ 
   

１２５ １２１ 
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別紙１

（単位：円）

１級 ２級 ３級 4級 5級 6級 7級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

1 183,500 230,000 265,300 298,800 321,300 355,200 408,300

2 184,600 231,500 266,300 300,300 323,100 356,900 410,200

3 185,800 233,000 267,300 301,800 324,900 358,500 412,100

4 186,900 234,500 268,300 303,200 326,600 360,100 413,900

5 188,000 236,000 269,300 304,600 328,300 361,700 415,700

6 189,700 237,500 270,300 305,700 330,000 363,500 417,500

7 191,300 239,000 271,300 306,700 331,700 365,000 419,300

8 192,900 240,500 272,300 307,900 333,400 366,600 421,100

9 194,500 242,000 273,300 309,100 335,000 368,000 422,700

10 196,200 243,400 274,300 310,700 336,700 369,600 424,200

11 197,800 244,800 275,300 312,300 338,400 371,200 425,700

12 199,400 246,200 276,400 313,900 340,000 372,700 427,200

13 201,000 247,400 277,400 315,400 341,500 374,600 428,700

14 202,700 248,600 278,700 317,000 343,100 376,500 430,000

15 204,400 249,800 280,000 318,600 344,700 378,400 431,300

16 206,100 251,000 281,200 320,200 346,200 380,200 432,500

17 207,400 252,100 282,500 321,700 347,600 381,700 433,700

18 209,000 253,200 283,800 323,400 349,300 383,500 435,000

19 210,600 254,300 285,000 325,000 350,900 385,200 436,300

20 212,100 255,400 286,200 326,600 352,500 386,800 437,500

21 213,600 256,400 287,300 328,000 353,700 388,500 438,700

22 215,200 257,400 288,500 329,700 355,200 389,900 439,500

23 216,800 258,400 289,800 331,400 356,700 391,300 440,300

24 218,400 259,400 291,100 333,000 358,200 392,700 441,100

25 220,000 260,400 292,400 334,200 359,900 394,100 441,700

26 221,700 261,300 293,400 336,100 361,700 395,300 442,300

27 223,000 262,200 294,400 337,800 363,400 396,500 442,900

28 224,300 263,100 295,500 339,400 365,100 397,500 443,500

29 225,600 263,900 296,600 340,900 366,500 398,600 444,200

30 226,700 264,700 297,800 342,500 367,800 399,800 445,000

31 227,800 265,500 298,900 344,100 369,000 400,900 445,400

32 228,900 266,300 300,100 345,700 370,400 402,000 446,100

33 230,000 267,000 301,300 347,400 371,500 402,700 446,600

34 231,100 267,800 302,600 349,200 372,400 403,400 447,000

35 232,200 268,600 303,900 351,000 373,400 404,100 447,400

36 233,300 269,300 305,200 352,800 374,500 404,800 447,800

37 234,400 270,000 306,500 354,300 375,300 405,400 448,200

38 235,400 270,800 307,800 355,700 376,200 406,000 448,600

39 236,400 271,600 309,100 357,100 377,100 406,500 449,000

別表第１
行政職給料表

職員
の

区分

号
給

再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
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１級 ２級 ３級 4級 5級 6級 7級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

職員
の

区分

号
給

40 237,300 272,300 310,400 358,500 377,900 406,900 449,300

41 238,200 273,000 311,700 360,000 378,700 407,300 449,600

42 239,100 273,800 313,000 360,800 379,500 407,500 450,000

43 239,900 274,600 314,300 361,800 380,300 407,800 450,300

44 240,700 275,300 315,400 362,800 381,000 408,100 450,600

45 241,400 276,000 316,300 363,700 381,700 408,400 450,900

46 242,000 276,700 317,600 364,800 382,400 408,700

47 242,600 277,400 318,900 365,700 383,100 409,000

48 243,200 278,100 320,200 366,700 383,800 409,300

49 243,800 278,800 321,400 367,600 384,300 409,500

50 244,400 279,500 322,700 368,300 384,900 409,800

51 245,000 280,200 323,900 369,000 385,500 410,100

52 245,500 280,900 325,100 369,600 386,200 410,400

53 246,000 281,500 326,400 370,000 386,600 410,600

54 246,400 282,200 327,500 370,600 387,200 410,900

55 246,700 282,800 328,600 371,300 387,800 411,200

56 247,000 283,500 329,700 372,000 388,300 411,500

57 247,300 284,100 330,400 372,300 388,700 411,700

58 247,600 284,800 331,300 373,000 389,300 412,000

59 247,900 285,400 332,000 373,700 389,900 412,300

60 248,200 286,100 332,800 374,300 390,400 412,500

61 248,500 286,700 333,600 374,600 390,800 412,700

62 248,800 287,400 334,000 375,100 391,300 413,000

63 249,100 288,000 334,600 375,700 391,800 413,300

64 249,400 288,500 335,300 376,300 392,400 413,500

65 249,700 289,000 336,100 376,600 392,700 413,700

66 250,000 289,600 336,800 377,200 393,100 414,000

67 250,300 290,100 337,500 377,900 393,500 414,300

68 250,600 290,700 338,100 378,500 393,900 414,500

69 250,900 291,200 338,600 378,900 394,200 414,700

70 251,200 291,700 339,200 379,400 394,500 415,000

71 251,500 292,300 339,700 380,000 394,800 415,300

72 251,800 292,900 340,300 380,500 395,000 415,500

73 252,100 293,400 340,600 381,000 395,200 415,700

74 252,400 293,900 341,100 381,600 395,500

75 252,700 294,300 341,500 382,100 395,800

76 253,000 294,600 341,900 382,400 396,000

77 253,300 294,800 342,300 382,800 396,200

78 253,600 295,100 342,800 383,300 396,500

79 253,900 295,300 343,300 383,700 396,800

80 254,200 295,600 343,800 384,100 397,000
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１級 ２級 ３級 4級 5級 6級 7級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

職員
の

区分

号
給

81 254,500 295,800 344,100 384,500 397,200

82 254,800 296,000 344,500 385,000 397,500

83 255,100 296,300 344,900 385,400 397,800

84 255,400 296,500 345,300 385,800 398,000

85 255,700 296,800 345,600 386,100 398,200

86 256,000 297,100 346,000

87 256,300 297,400 346,400

88 256,600 297,700 346,800

89 256,900 298,000 347,000

90 257,200 298,300 347,400

91 257,500 298,600 347,800

92 257,800 299,000 348,200

93 258,100 299,200 348,400

94 299,400 348,800

95 299,700 349,200

96 300,100 349,500

97 300,300 349,800

98 300,600 350,200

99 301,000 350,600

100 301,400 351,000

101 301,600 351,500

102 301,900 351,900

103 302,200 352,300

104 302,500 352,700

105 302,700 353,200

106 303,000 353,600

107 303,300 353,900

108 303,600 354,200

109 303,800 354,700

110 304,200

111 304,600

112 304,900

113 305,100

114 305,300

115 305,600

116 306,000

117 306,200

118 306,400

119 306,700

120 307,000

121 307,400
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１級 ２級 ３級 4級 5級 6級 7級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

職員
の

区分

号
給

122 307,600

123 307,900

124 308,200

125 308,500
定年前
再任用
短時間
勤務職
員

192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 362,700
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別紙２

（単位：円）

１級 ２級 ３級 4級 5級 6級 7級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

1 211,600 232,600 255,500 295,400 331,900 353,300 384,100

2 214,000 234,800 257,500 296,400 333,400 355,000 385,800

3 216,400 237,000 259,700 297,400 334,900 356,700 387,500

4 218,800 239,200 261,900 298,300 336,400 358,300 389,200

5 221,200 241,400 264,000 298,900 337,900 359,900 390,700

6 223,600 243,400 265,300 299,600 339,300 361,600 392,300

7 226,000 245,400 266,600 300,300 340,600 363,200 393,900

8 228,200 247,200 267,900 301,000 341,900 364,800 395,500

9 230,400 249,000 269,200 301,700 343,200 366,400 397,100

10 232,500 250,700 270,500 302,400 344,800 368,000 398,700

11 234,600 252,400 271,800 303,100 346,400 369,600 400,300

12 236,600 253,800 273,100 303,700 348,000 371,200 401,900

13 238,600 255,200 274,400 304,400 349,500 372,800 403,400

14 240,600 257,000 275,600 305,200 351,100 374,400 405,400

15 242,600 258,400 276,700 305,900 352,700 376,000 407,400

16 244,200 259,900 278,200 306,700 354,200 377,600 409,400

17 245,800 261,400 279,500 307,400 355,700 379,200 410,900

18 247,300 262,600 280,800 308,200 357,300 380,800 412,600

19 248,800 263,800 282,100 309,200 358,900 382,400 414,200

20 250,300 264,900 283,300 310,100 360,400 384,000 415,900

21 251,800 266,200 284,500 311,000 361,900 385,600 417,500

22 253,400 267,400 285,100 312,300 363,500 387,200 419,000

23 254,900 268,700 285,700 313,600 365,100 388,900 420,500

24 256,400 270,000 286,300 314,900 366,700 390,600 421,900

25 257,900 271,400 286,800 316,200 368,100 392,300 423,100

26 259,100 272,800 287,400 317,700 369,800 394,300 424,600

27 260,300 274,100 288,000 319,000 371,500 396,200 426,100

28 261,500 275,400 288,500 320,100 373,100 398,100 427,500

29 262,700 276,400 289,000 321,100 374,700 399,800 429,000

30 264,000 277,700 289,600 322,300 376,300 401,200 430,300

31 265,300 279,000 290,100 323,500 377,900 402,400 431,500

32 266,600 280,200 290,600 324,600 379,600 403,700 432,700

33 267,900 281,400 291,100 325,700 381,300 404,700 433,700

34 269,400 282,000 291,700 326,900 383,300 405,800 434,400

35 270,700 282,600 292,200 328,100 385,300 406,800 435,200

36 272,100 283,200 292,700 329,200 387,300 407,800 435,900

37 273,100 283,700 293,200 330,300 389,000 408,900 436,400

38 274,400 284,300 293,800 331,500 390,700 410,100 436,800

39 275,700 284,900 294,400 332,700 392,200 411,200 437,200

別表第２
消防職給料表

職員
の

区分

号
給

再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
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１級 ２級 ３級 4級 5級 6級 7級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

職員
の

区分

号
給

40 276,900 285,500 295,000 333,900 393,700 412,300 437,500

41 278,100 286,000 295,700 335,100 394,900 413,500 437,800

42 278,700 286,600 296,400 336,300 395,900 414,300 438,100

43 279,300 287,200 297,100 337,500 396,900 415,100 438,400

44 279,900 287,700 297,800 338,700 397,900 415,700 438,700

45 280,300 288,200 298,400 339,900 399,000 416,200 438,900

46 280,900 288,700 299,300 341,200 400,100 416,900 439,200

47 281,400 289,200 300,100 342,400 401,200 417,600 439,500

48 281,900 289,700 300,900 343,600 402,300 418,200 439,800

49 282,400 290,300 301,700 344,800 403,600 418,900 440,100

50 283,000 290,800 302,800 346,200 404,400 419,300 440,400

51 283,500 291,400 303,900 347,500 405,200 419,900 440,700

52 284,000 292,000 304,900 348,800 405,800 420,500 441,000

53 284,500 292,600 305,900 349,700 406,300 420,900 441,200

54 285,100 293,300 307,000 351,000 407,000 421,300 441,500

55 285,600 294,000 308,000 352,200 407,700 421,800 441,800

56 286,100 294,700 309,100 353,400 408,400 422,300 442,100

57 286,600 295,300 310,100 354,600 408,700 422,800 442,300

58 287,100 296,200 311,200 356,000 409,400 423,400 442,600

59 287,600 297,000 312,300 357,400 410,100 423,800 442,900

60 288,100 297,800 313,400 358,800 410,600 424,200 443,100

61 288,600 298,600 314,400 360,100 411,000 424,600 443,300

62 289,100 299,500 315,500 361,600 411,400 424,900 443,600

63 289,600 300,400 316,600 363,100 411,900 425,200 443,900

64 290,100 301,300 317,700 364,500 412,400 425,500 444,200

65 290,600 302,100 318,700 365,700 412,900 425,800 444,400

66 291,100 303,000 319,800 367,100 413,300 426,100 444,700

67 291,600 303,800 320,900 368,400 413,800 426,400 445,000

68 292,100 304,600 322,000 369,800 414,300 426,600 445,300

69 292,600 305,500 323,000 370,900 414,800 426,800 445,500

70 293,100 306,400 324,200 372,100 415,300 427,100 445,800

71 293,600 307,300 325,400 373,300 415,900 427,400 446,100

72 294,100 308,200 326,600 374,500 416,400 427,600 446,400

73 294,600 309,000 327,300 375,800 416,800 427,800 446,600

74 295,200 309,900 328,600 377,000 417,400 428,100

75 295,800 310,800 329,900 378,200 417,900 428,400

76 296,300 311,600 331,200 379,300 418,100 428,600

77 296,800 312,300 332,500 380,400 418,400 428,800

78 297,400 313,200 333,900 381,600 418,900 429,100

79 298,000 314,100 335,300 382,700 419,200 429,400

80 298,600 315,100 336,700 383,900 419,500 429,600
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１級 ２級 ３級 4級 5級 6級 7級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

職員
の

区分

号
給

81 299,200 316,000 338,000 385,000 419,800 429,800

82 299,900 317,100 339,600 385,600 420,200 430,100

83 300,600 318,100 341,100 386,100 420,600 430,400

84 301,200 319,100 342,600 386,600 421,000 430,600

85 301,800 320,000 344,000 387,200 421,300 430,800

86 302,500 321,000 345,500 387,800

87 303,200 322,000 347,000 388,400

88 303,900 323,000 348,400 389,000

89 304,600 324,000 349,700 389,300

90 305,400 325,300 350,900 389,800

91 306,200 326,500 352,100 390,300

92 306,900 327,700 353,400 390,800

93 307,400 328,900 354,700 391,200

94 308,300 330,200 356,200 391,600

95 309,200 331,400 357,700 392,100

96 310,000 332,600 359,100 392,600

97 310,800 333,800 360,400 393,000

98 311,800 335,100 361,600 393,500

99 312,700 336,300 362,700 394,000

100 313,600 337,500 363,900 394,500

101 314,500 338,900 365,000 394,800

102 315,500 339,800 366,100 395,200

103 316,500 340,800 367,200 395,700

104 317,400 341,900 368,300 396,000

105 318,200 343,000 369,500 396,300

106 318,800 344,100 370,000 396,800

107 319,400 345,100 370,600 397,300

108 320,000 346,100 371,200 397,800

109 320,500 347,300 371,800 398,100

110 321,000 348,300 372,300 398,600

111 321,400 349,300 372,700 399,100

112 321,900 350,200 373,200 399,600

113 322,700 351,100 373,600 399,900

114 323,400 352,000 374,000 400,400

115 324,100 353,000 374,500 400,900

116 324,700 354,000 375,000 401,400

117 325,300 355,000 375,400 401,800

118 326,000 355,400 375,900 402,300

119 326,700 356,000 376,500 402,700

120 327,500 356,600 377,000 403,200

121 328,100 356,900 377,200 403,600
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１級 ２級 ３級 4級 5級 6級 7級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

職員
の

区分

号
給

122 328,400 357,300 377,700

123 328,900 357,700 378,200

124 329,400 358,100 378,600

125 329,700 358,500 379,100

126 358,900 379,600

127 359,300 380,100

128 359,700 380,600

129 360,100 380,900

130 360,500 381,400

131 360,900 381,900

132 361,300 382,400

133 361,500 382,700

134 362,000 383,200

135 362,400 383,600

136 362,700 384,000

137 363,000 384,300

138 363,400 384,800

139 363,900 385,300

140 364,400 385,800

141 364,700 386,100

142 365,200

143 365,700

144 366,200

145 366,500
定年前
再任用
短時間
勤務職
員

246,200 258,000 262,200 293,800 310,600 324,900 348,600
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提 案 理 由 

 

令和６年８月の人事院勧告に準じ、給料表及び手当の支給割合等を改定するため、条例

の一部を改正するもの。 

 

 

 

 

根 拠 法 令 

 

地方自治法 

（給料、旅費及び諸手当） 

第２０４条 普通地方公共団体は、普通地方公共団体の長及びその補助機関たる常勤の職

員、委員会の常勤の委員（教育委員会にあつては、教育長）、常勤の監査委員、議会の

事務局長又は書記長、書記その他の常勤の職員、委員会の事務局長若しくは書記長、委

員の事務局長又は委員会若しくは委員の事務を補助する書記その他の常勤の職員その他

普通地方公共団体の常勤の職員並びに短時間勤務職員及び地方公務員法第２２条の２第

１項第２号に掲げる職員に対し、給料及び旅費を支給しなければならない。 

２ 普通地方公共団体は、条例で、前項の者に対し、扶養手当、地域手当、住居手当、初

任給調整手当、通勤手当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、特殊勤務手当、特地勤務手

当（これに準ずる手当を含む。）、へき地手当（これに準ずる手当を含む。）、時間外

勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、管理職

手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当、特定任期付職員業績手当、任期付研究員業績

手当、義務教育等教員特別手当、定時制通信教育手当、産業教育手当、農林漁業普及指

導手当、災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当及び特定新型インフルエンザ等対策派

遣手当を含む。）又は退職手当を支給することができる。 

３ 給料、手当及び旅費の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければならな

い。 
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本則による改正 

府中町職員の給与に関する条例新旧対照表 

現    行 改  正  後 

第１条～第７条   ［略］ 

（扶養手当） 

第８条   ［略］ 

２   ［略］ 

（1） 配偶者（届出をしないが、事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。以下同じ。） 

（2）～（6）   ［略］ 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号及び第３号か

ら第６号までに掲げる扶養親族ああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああについては１人につき６，５００円、

同項第２号に掲げる扶養親族（以下「扶養親族

たる子」という。）については１人につき１０，

０００円とする。 

４ 扶養親族たる子のうちに１５歳に達する日

後の最初の４月１日から２２歳に達する日以

後の最初の３月３１日までの間（以下「特定期

間」という。）にある子がいる場吅における扶養

手当の月額は、前項の規定にかかわらず、５，

０００円に特定期間にある当該扶養親族たる

子の数を乗じて得た額を同項の規定による額

に加算した額とする。 

 

 

 

第９条 新たに職員となった者に扶養親族があ

る場吅又は職員に次の各号のいずれかに掲げ

る事実が生じた場吅においては、その職員は、

直ちにその旨を任命権者に届け出なければな

らない。 

（1） 新たに扶養親族たる要件を具備するに至

った者がある場吅 

（2） 扶養親族としての要件を欠くに至った者

がある場吅（扶養親族たる子又は前条第２

項第３号若しくは第５号に掲げる扶養親族

第１条～第７条   ［略］ 

（扶養手当） 

第８条   ［略］ 

２   ［略］ 

（1） 配偶者（届出をしないが、事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。以下同じ。） 

（1）～（5）   ［略］ 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶

養親族（次項において「扶養親族たる子」とい

う。）については１人につき１３，０００円、前

項２号から第５号までのいずれかに該当する

扶養親族については１人につき６，５００円、

同項第２号に掲げる扶養親族（以下「扶養親族

たる子」という。）については１人につき１０，

０００円とする。 

４ 扶養親族たる子のうちに１５歳に達する日

後の最初の４月１日から２２歳に達する日以

後の最初の３月３１日までの間（以下「特定期

間」という。）にある子がいる場吅における扶養

手当の月額は、前項の規定にかかわらず、５，

０００円に当該期間にある当該扶養親族たる

子の数を乗じて得た額を同項の規定による額

に加算した額とする。 

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数

の変更に伴う支給額の改定その他扶養手当の

支給に関し必要な事項は、規則で定める。 

第９条 削除に職員となった者に扶養親族があ

る場吅又は職員に次の各号のいずれかに掲げ

る事実が生じた場吅においては、その職員は、

直ちにその旨を任命権者に届け出なければな

らない。 

（1） 新たに扶養親族たる要件を具備するに至

った者がある場吅 

（2）扶養親族としての要件を欠くに至った者が

ある場吅（扶養親族たる子又は前条第２項

第３号若しくは第５号に掲げる扶養親族
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現    行 改  正  後 

が、２２歳に達した日以後の最初の３月３

１日の経過により、扶養親族たる要件を欠

くに至った場吅を除く。） 

２ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に

扶養親族がある場吅においては、その者が職員

となった日、職員に扶養親族で前項の規定によ

る届出に係るものがない場吅においてその職

員に同項第１号に掲げる事実が生じたときは

その事実が生じた日の属する月の翌月（これら

の日が月の初日であるときは、その日の属する

月）から開始し、扶養手当を受けている職員が

離職し、又は死亡した場吅においてはそれぞれ

その者が離職し、又は死亡した日、扶養手当を

受けている職員の扶養親族で同項の規定によ

る届出に係るものの全てが扶養親族たる要件

を欠くに至った場吅においては、その事実が生

じた日の属する月（これらの日が月の初日であ

るときは、その日の属する月の前月）をもって

終る。ただし、扶養手当の支給の開始について

は、同項の規定による届出が、これに係る事実

の生じた日から１５日を経過した後にされた

ときは、その届出を受理した日の属する月の翌

月（その日が月の初日であるときは、その日の

属する月）から行うものとする。 

３ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事

実が生じた場吅においては、その事実が生じた

日の属する月の翌月（その日が月の初日である

ときは、その日の属する月）からその支給額を

改定する。前項ただし書の規定は、第１号に掲

げる事実が生じた場吅における扶養手当の支

給額の改定について準用する。 

（1） 扶養手当を受けている職員に更に第１項

第１号に掲げる事実が生じた場吅 

（2） 扶養手当を受けている職員の扶養親族で

第１項の規定による届出に係るものの一部

が扶養親族としての要件を欠くに至った場

吅 

（3） 職員の扶養親族たる子で第１項の規定に

が、２２歳に達した日以後の最初の３月３

１日の経過により、扶養親族たる要件を欠

くに至った場吅を除く。） 

２ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に

扶養親族がある場吅においては、その者が職員

となった日、職員に扶養親族で前項の規定によ

る届出に係るものがない場吅においてその職

員に同項第１号に掲げる事実が生じたときは

その事実が生じた日の属する月の翌月（これら

の日が月の初日であるときは、その日の属する

月）から開始し、扶養手当を受けている職員が

離職し、又は死亡した場吅においてはそれぞれ

その者が離職し、又は死亡した日、扶養手当を

受けている職員の扶養親族で同項の規定によ

る届出に係るものの全てが扶養親族たる要件

を欠くに至った場吅においては、その事実が生

じた日の属する月（これらの日が月の初日であ

るときは、その日の属する月の前月）をもって

終る。ただし、扶養手当の支給の開始について

は、同項の規定による届出が、これに係る事実

の生じた日から 15 日を経過した後にされたと

きは、その届出を受理した日の属する月の翌月

（その日が月の初日であるときは、その日の属

する月）から行うも のとする。 

３ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事

実が生じた場吅においては、その事実が生じた

日の属する月の翌月（その日が月の初日である

ときは、その日の属する月）からその支給額を

改定する。前項ただし書の規定は、第１号に掲

げる事実が生じた場吅における扶養手当の支

給額の改定について準用する。 

（1）扶養手当を受けている職員に更に第１項第

１号に掲げる事実が生じた場吅 

（2） 扶養手当を受けている職員の扶養親族で

第１項の規定による届出に係るものの一部

が扶養親族としての要件を欠くに至った場

吅 

（3） 職員の扶養親族たる子で第１項の規定
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現    行 改  正  後 

よる届出に係るもののうち特定期間にある

子でなかった者が特定期間にある子となっ

た場吅 

第９条の２   ［略］ 

２   ［略］ 

（1） 府中町 １００分の６ 

（2） 広島市 １００分の１０ 

（3）   ［略］ 

第１０条～第１５条の２   ［略］ 

第１５条の３   ［略］ 

２ 前項に規定する場吅のほか、同項の職員が災

害への対処その他の臨時又は緊急の必要によ

り週休日等以外の日の午前０時から午前５時

までの間               で

あって正規の勤務時間以外の時間に勤務した

場吅は、当該職員には、管理職員特別勤務手当

を支給する。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲

げる場吅の区分に応じ、当該各号に定める額

（前２項に規定する勤務に従事する時間等を

考慮して規則で定める勤務をした職員にあっ

ては、その額に１００分の１５０を乗じて得た

額）とする。 

（1） 第１項に規定する場吅 同項の勤務１回

につき、１２，０００円を超えない範囲内に

おいて規則で定める額（当該勤務に従事す

る時間等を考慮して規則で定める勤務をし

た職員にあっては、その額に１００分の１

５０を乗じて得た額） 

（2）   ［略］ 

４   ［略］ 

第１５条の４～第１８条の２   ［略］ 

（定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時

間勤務職員についての適用除外） 

第１８条の３ 第４条第７項、第５条、第８条、

第９条及び第１５条の４の規定は、定年前再任

用短時間勤務職員には適用しない。 

２ 第８条、第９条及び第１５条の４の規定は、

による届出に係るもののうち特定期間にあ

る子でなかった者が特定期間にある子とな

った場吅 

第９条の２   ［略］ 

２   ［略］ 

（1） 府中町 １００分の４ 

（2） 広島市 １００分の８ 

（3）   ［略］ 

第１０条～第１５条の２   ［略］ 

第１５条の３   ［略］ 

２ 前項に規定する場吅のほか、同項の職員が災

害への対処その他の臨時又は緊急の必要によ

り午後１０時から翌日の     午前５時

までの間（週休日等に含まれる時間を除く。）で

あって正規の勤務時間以外の時間に勤務した

場吅は、当該職員には、管理職員特別勤務手当

を支給する。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲

げる場吅の区分に応じ、当該各号に定める額

（前２項に規定する勤務に従事する時間等を

考慮して規則で定める勤務をした職員にあっ

ては、その額に１００分の１５０を乗じて得た

額）とする。 

（1） 第１項に規定する場吅 同項の勤務１回

につき、１２，０００円を超えない範囲内に

おいて規則で定める額（当該勤務に従事す

る時間等を考慮して規則で定める勤務をし

た職員にあっては、その額に１００分の１

５０を乗じて得た額） 

（2）   ［略］ 

４   ［略］ 

第１５条の４～第１８条の２   ［略］ 

（定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時

間勤務職員についての適用除外） 

第１８条の３ 第４条第７項、第５条、第８条、

第９条及び第１５条の４の規定は、定年前再任

用短時間勤務職員には適用しない。 

２ 第８条、第９条及び第１５条の４の規定は、
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現    行 改  正  後 

任期付短時間勤務職員には適用しない。 

第１９条～第２１条   ［略］ 

 

任期付短時間勤務職員には適用しない。 

第１９条～第２１条   ［略］ 

 

 

 

附則第６項による改正 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例新旧対照表 

現    行 改  正  後 

本則   ［略］ 本則   ［略］ 

附 則 附 則 

第１条～第１２条   ［略］ 第１条～第１２条   ［略］ 

第１３条 令和３年改正法附則第９条第２項に

規定する暫定再任用職員（以下「暫定再任用職

員」という。）（新地方公務員法第２２条の４第

１項に規定する短時間勤務の職を占める暫定

再任用職員（以下この条において「暫定再任用

短時間勤務職員」という。）を除く。以下この項、

次項及び第５項において同じ。）の給料月額は、

当該暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤

務職員であるものとした場吅に適用される府

中町職員の給与に関する条例第４条第２項に

規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職

員の欄に掲げる基準給料月額のうち、同条第５

項の規定により当該暫定再任用職員の属する

職務の級に応じた額とする。 

第１３条 令和３年改正法附則第９条第６項に

規定する暫定再任用職員（以下「暫定再任用職

員」という。）（新地方公務員法第２２条の４第

１項に規定する短時間勤務の職を占める暫定

再任用職員（以下この条において「暫定再任用

短時間勤務職員」という。）を除く。以下この項、

次項及び第５項において同じ。）の給料月額は、

当該暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤

務職員であるものとした場吅に適用される府

中町職員の給与に関する条例第４条第２項に

規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職

員の欄に掲げる基準給料月額のうち、同条第５

項の規定により当該暫定再任用職員の属する

職務の級に応じた額とする。 

２～５   ［略］ ２～５   ［略］ 

６ 新給与条例第１７条第１項の職員に暫定再

任用職員が含まれる場吅における勤勉手当の

額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごと

の総額の算定に係る同項の規定の適用につい

ては、同項第１号中「定年前再任用短時間勤務

職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職

員及び地方公務員法の一部を改正する法律（令

和３年法律第６３号）附則第９条第２項に規定

する暫定再任用職員（次号において「暫定再任

用職員」という。）」と、同項第２号中「定年前

再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再

任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とす

６ 新給与条例第１７条第１項の職員に暫定再

任用職員が含まれる場吅における勤勉手当の

額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごと

の総額の算定に係る同項の規定の適用につい

ては、同項第１号中「定年前再任用短時間勤務

職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職

員及び地方公務員法の一部を改正する法律（令

和３年法律第６３号）附則第９条第６項に規定

する暫定再任用職員（次号において「暫定再任

用職員」という。）」と、同項第２号中「定年前

再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再

任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とす
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現    行 改  正  後 

る。 る。 

７ 新給与条例第４条第７項、第５条、第８条、

第９条及び第１５条の４の規定は、暫定再任用

職員には適用しない。 

７ 新給与条例第４条第７項、第５条、第８条、

第９条及び第１５条の４の規定は、暫定再任用

職員には適用しない。 

８   ［略］ ８   ［略］ 

第１４条～第１７条   ［略］ 第１４条～第１７条   ［略］ 

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例

の一部改正に伴う経過措置） 

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例

の一部改正に伴う経過措置） 

第１８条 改正後の第２条第２項第１号の規定

は、令和３年改正法附則第９条第２項に規定す

る暫定再任用職員には適用しない。 

第１８条 改正後の第２条第２項第１号の規定

は、令和３年改正法附則第９条第６項に規定す

る暫定再任用職員には適用しない。 

２   ［略］ 

 

 

２   ［略］ 
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行政職給料表新旧対照表 別紙1

現　行 改正後 現　行 改正後 現　行 改正後 現　行 改正後 現　行 改正後
1 261,300 265,300 287,300 298,800 309,800 321,300 335,000 355,200 373,400 408,300
2 262,300 266,300 288,900 300,300 311,500 323,100 336,900 356,900 376,000 410,200
3 263,300 267,300 290,400 301,800 313,200 324,900 338,700 358,500 378,300 412,100
4 264,300 268,300 291,900 303,200 314,700 326,600 340,500 360,100 380,500 413,900
5 265,300 269,300 293,400 304,600 316,100 328,300 342,200 361,700 382,400 415,700
6 266,300 270,300 294,900 305,700 317,400 330,000 343,900 363,500 384,700 417,500
7 267,300 271,300 296,300 306,700 318,700 331,700 345,500 365,000 386,800 419,300
8 268,300 272,300 297,600 307,900 320,000 333,400 347,200 366,600 388,800 421,100
9 269,300 273,300 298,800 309,100 321,300 335,000 348,800 368,000 390,800 422,700

10 270,300 274,300 300,300 310,700 323,100 336,700 350,500 369,600 393,100 424,200
11 271,300 275,300 301,800 312,300 324,900 338,400 352,100 371,200 395,300 425,700
12 272,300 276,400 303,200 313,900 326,600 340,000 353,700 372,700 397,500 427,200
13 273,300 277,400 304,600 315,400 328,300 341,500 355,200 374,600 399,700 428,700
14 274,300 278,700 305,700 317,000 330,000 343,100 356,900 376,500 402,000 430,000
15 275,300 280,000 306,700 318,600 331,700 344,700 358,500 378,400 404,200 431,300
16 276,400 281,200 307,900 320,200 333,400 346,200 360,100 380,200 406,500 432,500
17 277,400 282,500 309,100 321,700 335,000 347,600 361,700 381,700 408,300 433,700
18 278,700 283,800 310,700 323,400 336,700 349,300 363,500 383,500 410,200 435,000
19 280,000 285,000 312,300 325,000 338,400 350,900 365,000 385,200 412,100 436,300
20 281,200 286,200 313,900 326,600 340,000 352,500 366,600 386,800 413,900 437,500
21 282,500 287,300 315,400 328,000 341,500 353,700 368,000 388,500 415,700 438,700
22 283,800 288,500 317,000 329,700 343,100 355,200 369,600 389,900 417,500 439,500
23 285,000 289,800 318,600 331,400 344,700 356,700 371,200 391,300 419,300 440,300
24 286,200 291,100 320,200 333,000 346,200 358,200 372,700 392,700 421,100 441,100
25 287,300 292,400 321,700 334,200 347,600 359,900 374,600 394,100 422,700 441,700
26 288,500 293,400 323,400 336,100 349,300 361,700 376,500 395,300 424,200 442,300
27 289,800 294,400 325,000 337,800 350,900 363,400 378,400 396,500 425,700 442,900
28 291,100 295,500 326,600 339,400 352,500 365,100 380,200 397,500 427,200 443,500
29 292,400 296,600 328,000 340,900 353,700 366,500 381,700 398,600 428,700 444,200
30 293,400 297,800 329,700 342,500 355,200 367,800 383,500 399,800 430,000 445,000
31 294,400 298,900 331,400 344,100 356,700 369,000 385,200 400,900 431,300 445,400
32 295,500 300,100 333,000 345,700 358,200 370,400 386,800 402,000 432,500 446,100
33 296,600 301,300 334,200 347,400 359,900 371,500 388,500 402,700 433,700 446,600
34 297,800 302,600 336,100 349,200 361,700 372,400 389,900 403,400 435,000 447,000
35 298,900 303,900 337,800 351,000 363,400 373,400 391,300 404,100 436,300 447,400
36 300,100 305,200 339,400 352,800 365,100 374,500 392,700 404,800 437,500 447,800
37 301,300 306,500 340,900 354,300 366,500 375,300 394,100 405,400 438,700 448,200
38 302,600 307,800 342,500 355,700 367,800 376,200 395,300 406,000 439,500 448,600
39 303,900 309,100 344,100 357,100 369,000 377,100 396,500 406,500 440,300 449,000
40 305,200 310,400 345,700 358,500 370,400 377,900 397,500 406,900 441,100 449,300
41 306,500 311,700 347,400 360,000 371,500 378,700 398,600 407,300 441,700 449,600
42 307,800 313,000 349,200 360,800 372,400 379,500 399,800 407,500 442,300 450,000
43 309,100 314,300 351,000 361,800 373,400 380,300 400,900 407,800 442,900 450,300
44 310,400 315,400 352,800 362,800 374,500 381,000 402,000 408,100 443,500 450,600
45 311,700 316,300 354,300 363,700 375,300 381,700 402,700 408,400 444,200 450,900
46 313,000 317,600 355,700 364,800 376,200 382,400 403,400 408,700 445,000
47 314,300 318,900 357,100 365,700 377,100 383,100 404,100 409,000 445,400
48 315,400 320,200 358,500 366,700 377,900 383,800 404,800 409,300 446,100
49 316,300 321,400 360,000 367,600 378,700 384,300 405,400 409,500 446,600
50 317,600 322,700 360,800 368,300 379,500 384,900 406,000 409,800 447,000
51 318,900 323,900 361,800 369,000 380,300 385,500 406,500 410,100 447,400
52 320,200 325,100 362,800 369,600 381,000 386,200 406,900 410,400 447,800
53 321,400 326,400 363,700 370,000 381,700 386,600 407,300 410,600 448,200
54 322,700 327,500 364,800 370,600 382,400 387,200 407,500 410,900 448,600
55 323,900 328,600 365,700 371,300 383,100 387,800 407,800 411,200 449,000
56 325,100 329,700 366,700 372,000 383,800 388,300 408,100 411,500 449,300
57 326,400 330,400 367,600 372,300 384,300 388,700 408,400 411,700 449,600
58 327,500 331,300 368,300 373,000 384,900 389,300 408,700 412,000 450,000
59 328,600 332,000 369,000 373,700 385,500 389,900 409,000 412,300 450,300
60 329,700 332,800 369,600 374,300 386,200 390,400 409,300 412,500 450,600
61 330,400 333,600 370,000 374,600 386,600 390,800 409,500 412,700 450,900
62 331,300 334,000 370,600 375,100 387,200 391,300 409,800 413,000
63 332,000 334,600 371,300 375,700 387,800 391,800 410,100 413,300
64 332,800 335,300 372,000 376,300 388,300 392,400 410,400 413,500
65 333,600 336,100 372,300 376,600 388,700 392,700 410,600 413,700
66 334,000 336,800 373,000 377,200 389,300 393,100 410,900 414,000

1級・2級 7級
給料月額

再
任
用
職
員
以
外
の
職
員

5級 6級職員
の

区分

号
給

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額
3級 4級

［略］
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行政職給料表新旧対照表 別紙1

現　行 改正後 現　行 改正後 現　行 改正後 現　行 改正後 現　行 改正後

1級・2級 7級
給料月額

5級 6級職員
の

区分

号
給

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額
3級 4級

67 334,600 337,500 373,700 377,900 389,900 393,500 411,200 414,300
68 335,300 338,100 374,300 378,500 390,400 393,900 411,500 414,500
69 336,100 338,600 374,600 378,900 390,800 394,200 411,700 414,700
70 336,800 339,200 375,100 379,400 391,300 394,500 412,000 415,000
71 337,500 339,700 375,700 380,000 391,800 394,800 412,300 415,300
72 338,100 340,300 376,300 380,500 392,400 395,000 412,500 415,500
73 338,600 340,600 376,600 381,000 392,700 395,200 412,700 415,700
74 339,200 341,100 377,200 381,600 393,100 395,500 413,000
75 339,700 341,500 377,900 382,100 393,500 395,800 413,300
76 340,300 341,900 378,500 382,400 393,900 396,000 413,500
77 340,600 342,300 378,900 382,800 394,200 396,200 413,700
78 341,100 342,800 379,400 383,300 394,500 396,500 414,000
79 341,500 343,300 380,000 383,700 394,800 396,800 414,300
80 341,900 343,800 380,500 384,100 395,000 397,000 414,500
81 342,300 344,100 381,000 384,500 395,200 397,200 414,700
82 342,800 344,500 381,600 385,000 395,500 397,500 415,000
83 343,300 344,900 382,100 385,400 395,800 397,800 415,300
84 343,800 345,300 382,400 385,800 396,000 398,000 415,500
85 344,100 345,600 382,800 386,100 396,200 398,200 415,700
86 344,500 346,000 383,300 396,500
87 344,900 346,400 383,700 396,800
88 345,300 346,800 384,100 397,000
89 345,600 347,000 384,500 397,200
90 346,000 347,400 385,000 397,500
91 346,400 347,800 385,400 397,800
92 346,800 348,200 385,800 398,000
93 347,000 348,400 386,100 398,200
94 347,400 348,800
95 347,800 349,200
96 348,200 349,500
97 348,400 349,800
98 348,800 350,200
99 349,200 350,600

100 349,500 351,000
101 349,800 351,500
102 350,200 351,900
103 350,600 352,300
104 351,000 352,700
105 351,500 353,200
106 351,900 353,600
107 352,300 353,900
108 352,700 354,200
109 353,200 354,700
110 353,600
111 353,900
112 354,200
113 354,700
114
～

125
定年
前再
任用
短時
間勤
務職
員

［略］

［略］

［略］
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消防職給料表新旧対照表 別紙２

現　行 改正後 現　行 改正後 現　行 改正後 現　行 改正後
1 290,400 295,400 320,000 331,900 342,400 353,300 364,800 384,100
2 291,700 296,400 321,700 333,400 344,100 355,000 366,500 385,800
3 293,000 297,400 323,400 334,900 345,700 356,700 368,200 387,500
4 294,200 298,300 325,100 336,400 347,300 358,300 369,900 389,200
5 295,400 298,900 326,600 337,900 348,900 359,900 371,600 390,700
6 296,400 299,600 328,000 339,300 350,000 361,600 373,200 392,300
7 297,400 300,300 329,300 340,600 351,100 363,200 374,800 393,900
8 298,300 301,000 330,600 341,900 352,200 364,800 376,400 395,500
9 298,900 301,700 331,900 343,200 353,300 366,400 377,900 397,100
10 299,600 302,400 333,400 344,800 355,000 368,000 379,500 398,700
11 300,300 303,100 334,900 346,400 356,700 369,600 381,100 400,300
12 301,000 303,700 336,400 348,000 358,300 371,200 382,600 401,900
13 301,700 304,400 337,900 349,500 359,900 372,800 384,100 403,400
14 302,400 305,200 339,300 351,100 361,600 374,400 385,800 405,400
15 303,100 305,900 340,600 352,700 363,200 376,000 387,500 407,400
16 303,700 306,700 341,900 354,200 364,800 377,600 389,200 409,400
17 304,400 307,400 343,200 355,700 366,400 379,200 390,700 410,900
18 305,200 308,200 344,800 357,300 368,000 380,800 392,300 412,600
19 305,900 309,200 346,400 358,900 369,600 382,400 393,900 414,200
20 306,700 310,100 348,000 360,400 371,200 384,000 395,500 415,900
21 307,400 311,000 349,500 361,900 372,800 385,600 397,100 417,500
22 308,200 312,300 351,100 363,500 374,400 387,200 398,700 419,000
23 309,200 313,600 352,700 365,100 376,000 388,900 400,300 420,500
24 310,100 314,900 354,200 366,700 377,600 390,600 401,900 421,900
25 311,000 316,200 355,700 368,100 379,200 392,300 403,400 423,100
26 312,300 317,700 357,300 369,800 380,800 394,300 405,400 424,600
27 313,600 319,000 358,900 371,500 382,400 396,200 407,400 426,100
28 314,900 320,100 360,400 373,100 384,000 398,100 409,400 427,500
29 316,200 321,100 361,900 374,700 385,600 399,800 410,900 429,000
30 317,700 322,300 363,500 376,300 387,200 401,200 412,600 430,300
31 319,000 323,500 365,100 377,900 388,900 402,400 414,200 431,500
32 320,100 324,600 366,700 379,600 390,600 403,700 415,900 432,700
33 321,100 325,700 368,100 381,300 392,300 404,700 417,500 433,700
34 322,300 326,900 369,800 383,300 394,300 405,800 419,000 434,400
35 323,500 328,100 371,500 385,300 396,200 406,800 420,500 435,200
36 324,600 329,200 373,100 387,300 398,100 407,800 421,900 435,900
37 325,700 330,300 374,700 389,000 399,800 408,900 423,100 436,400
38 326,900 331,500 376,300 390,700 401,200 410,100 424,600 436,800
39 328,100 332,700 377,900 392,200 402,400 411,200 426,100 437,200
40 329,200 333,900 379,600 393,700 403,700 412,300 427,500 437,500
41 330,300 335,100 381,300 394,900 404,700 413,500 429,000 437,800
42 331,500 336,300 383,300 395,900 405,800 414,300 430,300 438,100
43 332,700 337,500 385,300 396,900 406,800 415,100 431,500 438,400
44 333,900 338,700 387,300 397,900 407,800 415,700 432,700 438,700
45 335,100 339,900 389,000 399,000 408,900 416,200 433,700 438,900
46 336,300 341,200 390,700 400,100 410,100 416,900 434,400 439,200
47 337,500 342,400 392,200 401,200 411,200 417,600 435,200 439,500
48 338,700 343,600 393,700 402,300 412,300 418,200 435,900 439,800
49 339,900 344,800 394,900 403,600 413,500 418,900 436,400 440,100
50 341,200 346,200 395,900 404,400 414,300 419,300 436,800 440,400
51 342,400 347,500 396,900 405,200 415,100 419,900 437,200 440,700
52 343,600 348,800 397,900 405,800 415,700 420,500 437,500 441,000
53 344,800 349,700 399,000 406,300 416,200 420,900 437,800 441,200
54 346,200 351,000 400,100 407,000 416,900 421,300 438,100 441,500
55 347,500 352,200 401,200 407,700 417,600 421,800 438,400 441,800
56 348,800 353,400 402,300 408,400 418,200 422,300 438,700 442,100
57 349,700 354,600 403,600 408,700 418,900 422,800 438,900 442,300
58 351,000 356,000 404,400 409,400 419,300 423,400 439,200 442,600
59 352,200 357,400 405,200 410,100 419,900 423,800 439,500 442,900
60 353,400 358,800 405,800 410,600 420,500 424,200 439,800 443,100
61 354,600 360,100 406,300 411,000 420,900 424,600 440,100 443,300
62 356,000 361,600 407,000 411,400 421,300 424,900 440,400 443,600
63 357,400 363,100 407,700 411,900 421,800 425,200 440,700 443,900
64 358,800 364,500 408,400 412,400 422,300 425,500 441,000 444,200
65 360,100 365,700 408,700 412,900 422,800 425,800 441,200 444,400
66 361,600 367,100 409,400 413,300 423,400 426,100 441,500 444,700
67 363,100 368,400 410,100 413,800 423,800 426,400 441,800 445,000
68 364,500 369,800 410,600 414,300 424,200 426,600 442,100 445,300
69 365,700 370,900 411,000 414,800 424,600 426,800 442,300 445,500
70 367,100 372,100 411,400 415,300 424,900 427,100 442,600 445,800
71 368,400 373,300 411,900 415,900 425,200 427,400 442,900 446,100

再
任
用
職
員
以
外
の
職
員

給料月額 給料月額
職員の
区分

号
給

［略］

給料月額
5級 6級 7級

給料月額
1級～3級 4級
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消防職給料表新旧対照表 別紙２

現　行 改正後 現　行 改正後 現　行 改正後 現　行 改正後
給料月額 給料月額

職員の
区分

号
給

給料月額
5級 6級 7級

給料月額
1級～3級 4級

72 369,800 374,500 412,400 416,400 425,500 427,600 443,100 446,400
73 370,900 375,800 412,900 416,800 425,800 427,800 443,300 446,600
74 372,100 377,000 413,300 417,400 426,100 428,100 443,600
75 373,300 378,200 413,800 417,900 426,400 428,400 443,900
76 374,500 379,300 414,300 418,100 426,600 428,600 444,200
77 375,800 380,400 414,800 418,400 426,800 428,800 444,400
78 377,000 381,600 415,300 418,900 427,100 429,100 444,700
79 378,200 382,700 415,900 419,200 427,400 429,400 445,000
80 379,300 383,900 416,400 419,500 427,600 429,600 445,300
81 380,400 385,000 416,800 419,800 427,800 429,800 445,500
82 381,600 385,600 417,400 420,200 428,100 430,100 445,800
83 382,700 386,100 417,900 420,600 428,400 430,400 446,100
84 383,900 386,600 418,100 421,000 428,600 430,600 446,400
85 385,000 387,200 418,400 421,300 428,800 430,800 446,600
86 385,600 387,800 418,900 429,100
87 386,100 388,400 419,200 429,400
88 386,600 389,000 419,500 429,600
89 387,200 389,300 419,800 429,800
90 387,800 389,800 420,200 430,100
91 388,400 390,300 420,600 430,400
92 389,000 390,800 421,000 430,600
93 389,300 391,200 421,300 430,800
94 389,800 391,600
95 390,300 392,100
96 390,800 392,600
97 391,200 393,000
98 391,600 393,500
99 392,100 394,000
100 392,600 394,500
101 393,000 394,800
102 393,500 395,200
103 394,000 395,700
104 394,500 396,000
105 394,800 396,300
106 395,200 396,800
107 395,700 397,300
108 396,000 397,800
109 396,300 398,100
110 396,800 398,600
111 397,300 399,100
112 397,800 399,600
113 398,100 399,900
114 398,600 400,400
115 399,100 400,900
116 399,600 401,400
117 399,900 401,800
118 400,400 402,300
119 400,900 402,700
120 401,400 403,200
121 401,800 403,600
122 402,300
123 402,700
124 403,200
125 403,600
126
～
145

定年前再
任用短時
間勤務職
員

［略］

［略］

［略］
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府中町職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

１ 改正の趣旨 

令和６年８月の人事院勧告に準じ、給料表及び手当の支給割合等を改定するため、条例

の一部を改正するもの。 

 

２ 改正事項の概要 

（１）扶養手当の改定（第８条） 

配偶者及び子に係る扶養手当の額を段階的に改定する。 

区  分 令和６年度 令和７年度 令和８年度以降 

配偶者 ６，５００円 ３，０００円 廃止 

子（１人当たり） １０，０００円 １１，５００円 １３，０００円 

（２）地域手当の改定（第９条の２） 

地域手当の支給割合を段階的に改定する。 

区  分 令和６年度 令和７年度 令和８年度以降 

府中町 １００分の６ １００分の５ １００分の４ 

（３）管理職員特別勤務手当の改定（第１５条の３） 

管理職員特別勤務手当の支給の対象となる時間の範囲を拡大する。 

現    行 改  正  後 

午前０時から午前５時まで 午後１０時から午前５時まで 

（４）給料表の改定（別表第１、別表第２） 

行政職給料表の３級以上及び消防職給料表の４級以上の初号付近の給料月額の引上

げに合わせて、号給を切り替える。 

 

３ 施行期日 

令和７年４月１日 
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第 １ １ 号 議 案 

令和７年３月１０日提出 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の

制定について 

 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定

める。 

 

府中町長 寺尾 光司 

 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

第１編 関係条例の一部改正 

（府中町職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 府中町職員の給与に関する条例（昭和３７年条例第３０号）の一部を次のように

改正する。 

第１６条の２第３号及び第４号並びに第１６条の３第１項第１号及び同条第５項第

１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（府中町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正） 

第２条 府中町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年条例第

３１号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１号中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

（府中町表彰条例の一部改正） 

第３条 府中町表彰条例（平成５年条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

第８条第２項第２号中「禁こ」を「拘禁刑」に改める。 

（府中町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正） 

第４条 府中町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（令和４年条例第１２

号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（府中町個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正） 

第５条 府中町個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年条例第１号）の一部を次

のように改正する。 

附則第３条第４項及び第５項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 
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第２編 経過措置 

第１章 通則 

（罯則の適用等に関する経過措置） 

第６条 この条例の施行前にした行為の処罯については、なお従前の例による。 

２ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によるこ

ととされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例

によることとされる罯則を適用する場合において、当該罯則に定める刑に刑法等の一

部を改正する法律（令和４年法律第６７号。以下「刑法等一部改正法」という。）第

２条の規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以下この項において「旧

刑法」という。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに

限る。以下この項において同じ。）又は旧刑法第１３条に規定する禁錮（以下「禁

錮」という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）が含まれるときは、

当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑

とする。 

（人の資格に関する経過措置） 

第７条 拘禁刑に処せられた者に係る他の条例その他の定めによりなお従前の例によるこ

ととされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例その他の定

めの例によることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁

刑に処せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を

同じくする有期禁錮に処せられた者とみなす。 

第２章 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に伴う経過

措置 

（府中町職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第８条 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理

等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びにこの条例の施行前に犯した禁錮以上

の刑（死刑を除く。）が定められている犯罪につき起訴された者は、第１条の規定に

よる改正後の府中町職員の給与に関する条例第１６条の３第１項第１号及び第５項第

３号の規定の適用については、拘禁刑が定められている犯罪につき起訴された者とみ

なす。 

 

附 則 

この条例は、令和７年６月１日から施行する。 
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提 案 理 由 

 

刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）の施行に伴い、関係条例を整理す

るもの。 

 

 

 

 

根 拠 法 令 

 

地方自治法 

（条例） 

第１４条第１項 普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第２条第２項の事

務に関し、条例を制定することができる。 

（給料、旅費及び諸手当） 

第２０４条 普通地方公共団体は、普通地方公共団体の長及びその補助機関たる常勤の職

員、委員会の常勤の委員（教育委員会にあつては、教育長）、常勤の監査委員、議会の事

務局長又は書記長、書記その他の常勤の職員、委員会の事務局長若しくは書記長、委員の

事務局長又は委員会若しくは委員の事務を補助する書記その他の常勤の職員その他普通

地方公共団体の常勤の職員並びに短時間勤務職員及び地方公務員法第２２条の２第１項

第２号に掲げる職員に対し、給料及び旅費を支給しなければならない。 

２ 普通地方公共団体は、条例で、前項の者に対し、扶養手当、地域手当、住居手当、初任

給調整手当、通勤手当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（こ

れに準ずる手当を含む。）、へき地手当（これに準ずる手当を含む。）、時間外勤務手当、宿

日直手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、管理職手当、期末手当、

勤勉手当、寒冷地手当、特定任期付職員業績手当、任期付研究員業績手当、義務教育等教

員特別手当、定時制通信教育手当、産業教育手当、農林漁業普及指導手当、災害派遣手当

（武力攻撃災害等派遣手当及び特定新型インフルエンザ等対策派遣手当を含む。）又は退

職手当を支給することができる。 

３ 給料、手当及び旅費の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければならない。 

 

消防組織法 

（消防団員の身分取扱い等） 

第２３条第１項 消防団員に関する任用、給与、分限及び懲戒、服務その他身分取扱いに関
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しては、この法律に定めるものを除くほか、常勤の消防団員については地方公務員法の定

めるところにより、非常勤の消防団員については条例で定める。 

（非常勤消防団員に対する退職報償金） 

第２５条 消防団員で非常勤のものが退職した場合においては、市町村は、条例で定めると

ころにより、その者（死亡による退職の場合には、その者の遺族）に退職報償金を支給し

なければならない。 
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第１条による改正 

府中町職員の給与に関する条例新旧対照表 

現    行 改  正  後 

第１条～第１６条   ［略］ 第１条～第１６条   ［略］ 

第１６条の２   ［略］ 第１６条の２   ［略］ 

（1）・（2）   ［略］ （1）・（2）   ［略］ 

（3） 基準日前１箇月以内又は基準日から当該

基準日に対応する支給日の前日までの間に

離職した職員（前２号に掲げる者を除

く。）で、その離職した日から当該支給日

の前日までの間に禁錮＿以上の刑に処せら

れたもの 

（3） 基準日前１箇月以内又は基準日から当該

基準日に対応する支給日の前日までの間に

離職した職員（前２号に掲げる者を除

く。）で、その離職した日から当該支給日

の前日までの間に拘禁刑以上の刑に処せら

れたもの 

（4） 次条第１項の規定により期末手当の支給

を一時差し止める処分を受けた者（当該処

分を取り消された者を除く。）で、その者

の在職期間中の行為に係る刑事事件に関

し、禁錮 以上の刑に処せられたもの 

（4） 次条第１項の規定により期末手当の支給

を一時差し止める処分を受けた者（当該処

分を取り消された者を除く。）で、その者

の在職期間中の行為に係る刑事事件に関

し、拘禁刑以上の刑に処せられたもの 

第１６条の３   ［略］ 第１６条の３   ［略］ 

（1） 離職した日から当該支給日の前日までの

間に、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関して、その者が起訴（当該起訴

に係る犯罪について禁錮 以上の刑が定め

られているものに限り、刑事訴訟法（昭和

２３年法律第１３１号）第６編に規定する

略式手続によるものを除く。第５項におい

て同じ。）をされ、その判決が確定してい

ない場合 

（1） 離職した日から当該支給日の前日までの

間に、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関して、その者が起訴（当該起訴

に係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定め

られているものに限り、刑事訴訟法（昭和

２３年法律第１３１号）第６編に規定する

略式手続によるものを除く。第５項におい

て同じ。）をされ、その判決が確定してい

ない場合 

（2）   ［略］ （2）   ［略］ 

２～４   ［略］ ２～４   ［略］ 

５   ［略］ ５   ［略］ 

（1） 一時差止処分を受けた者が当該一時差止

処分の理由となった行為に係る刑事事件に

関し、禁錮 以上の刑に処せられなかった

場合 

（1） 一時差止処分を受けた者が当該一時差止

処分の理由となった行為に係る刑事事件に

関し、拘禁刑以上の刑に処せられなかった

場合 

（2）・（3）   ［略］ （2）・（3）   ［略］ 

６～８   ［略］ ６～８   ［略］ 

第１７条～第２１条   ［略］ 第１７条～第２１条   ［略］ 
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第２条による改正 

府中町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例新旧対照表 

現    行 改  正  後 

第１条～第５条の２   ［略］ 第１条～第５条の２   ［略］ 

第６条   ［略］ 第６条   ［略］ 

（1） 禁錮
こ

＿以上の刑に処せられた者 （1） 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

（2）～（5）   ［略］ （2）～（5）   ［略］ 

第７条・第８条   ［略］ 第７条・第８条   ［略］ 

 

 

 

第３条による改正 

府中町表彰条例新旧対照表 

現    行 改  正  後 

第１条～第７条   ［略］ 第１条～第７条   ［略］ 

第８条   ［略］ 第８条   ［略］ 

２   ［略］ ２   ［略］ 

（1）   ［略］ （1）   ［略］ 

（2） 禁こ＿以上の刑に処せられた者 （2） 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

第９条～第１３条   ［略］ 第９条～第１３条   ［略］ 

 

 

 

第４条による改正 

府中町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例新旧対照表 

現    行 改  正  後 

第１条～第３条   ［略］ 第１条～第３条   ［略］ 

第４条   ［略］ 第４条   ［略］ 

（1） 禁錮＿以上の刑に処せられ、その執行を

終わるまでの者又はその執行を受けること

がなくなるまでの者 

（1） 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を

終わるまでの者又はその執行を受けること

がなくなるまでの者 

（2）・（3）   ［略］ （2）・（3）   ［略］ 

第５条～第１２条   ［略］ 第５条～第１２条   ［略］ 
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第５条による改正 

府中町個人情報の保護に関する法律施行条例新旧対照表 

現    行 改  正  後 

本則   ［略］ 本則   ［略］ 

附 則 附 則 

第１条・第２条   ［略］ 第１条・第２条   ［略］ 

第３条   ［略］ 第３条   ［略］ 

２・３   ［略］ ２・３   ［略］ 

４ 第１項又は第２項に規定する者が、正当な

理由がないのに、この条例の施行前において

旧実施機関が保有していた個人の秘密に属す

る事項が記録された旧条例第２条第１３号に

規定する個人情報ファイル（その全部又は一

部を複製し、又は加工したものを含む。）を

この条例の施行後に提供したときは、２年以

下の懲役＿又は１００万円以下の罰金に処す

る。 

４ 第１項又は第２項に規定する者が、正当な

理由がないのに、この条例の施行前において

旧実施機関が保有していた個人の秘密に属す

る事項が記録された旧条例第２条第１３号に

規定する個人情報ファイル（その全部又は一

部を複製し、又は加工したものを含む。）を

この条例の施行後に提供したときは、２年以

下の拘禁刑又は１００万円以下の罰金に処す

る。 

５ 前項に規定する者が、その事務に関して知

り得たこの条例の施行前において旧実施機関

が保有していた旧条例第２条第１１号に規定

する保有個人情報をこの条例の施行後に自巯

若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提

供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役

＿又は５０万円以下の罰金に処する。 

５ 前項に規定する者が、その事務に関して知

り得たこの条例の施行前において旧実施機関

が保有していた旧条例第２条第１１号に規定

する保有個人情報をこの条例の施行後に自巯

若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提

供し、又は盗用したときは、１年以下の拘禁

刑又は５０万円以下の罰金に処する。 

６～８   ［略］ ６～８   ［略］ 

第４条   ［略］ 第４条   ［略］ 
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刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制

定について 

 

１ 改正の趣旨 

刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）の施行に伴い、関係条例を整理

するもの。 

 

２ 改正事項の概要 

刑法の一部改正により、刑の種類から懲役及び禁錮が削除され、拘禁刑が創設されたこ

とに伴い、以下の条例の規定中「懲役」及び「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

【第１条による改正】府中町職員の給与に関する条例 

【第２条による改正】府中町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例 

【第３条による改正】府中町表彰条例 

【第４条による改正】府中町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例 

【第５条による改正】府中町個人情報の保護に関する法律施行条例 

 

３ 施行期日 

令和７年６月１日 

 

４ 経過措置 

この条例の施行前にした行為の処罯については、なお従前の例によることとし、その他

罯則の適用及び人の資格に関する規定の適用に関し、所要の経過措置を設ける。 
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第１１号議案参考資料


